
令和４年度実施計画登載事業　実施状況・効果検証　（令和６年３月２９日時点）
(千円)

うち交付金充当
額(未確定)

R4.4月 R5.3月 13,250 13,250

　道所管施設におい
て、感染症対策のた
めに、マスク、消毒
液及びパーティショ
ン等の衛生用品を購
入し、各庁舎に配
置。

　道所管施設におい
て、衛生用品等を整
備したことにより、新
型コロナウイルス感
染症拡大防止を図る
ことができた。

総務部総務
課
財産課
北方領土対
策課

R4.4月 R5.3月 3,039 3,039

【総合博物館、オ
ホーツク流氷科学セ
ンター】
感染拡大防止のた
め、アルコール消毒
液等の衛生用品の
購入を支援

アルコール消毒液等
の衛生用品を設置
することで、施設利
用者の感染リスクを
低減できた。

環境生活部
文化振興課

R4.5月 R5.3月 67 67

【市民活動センター】
感染症対策のため
に消毒液等を購入
し、施設に配置。

衛生用品等を整備し
たことにより、新型コ
ロナウィルス感染拡
大防止を図ることが
できた。

環境生活部
道民生活課

R4.4月 R5.3月 466 466

【消費生活センター】
感染防止対策のた
めに消毒液、ペー
パータオル、除菌
シートを購入し、消
毒、除菌作業を行っ
た。

事務室入口における
消毒液の設置や、
ペーパータオル、除
菌シート等で消毒、
除菌作業を行ったこ
とで感染拡大防止に
つながった。

環境生活部
消費者安全
課

R4.4月 R5.3月 2,115 2,115

【総合体育センター、
北見体育センター】
感染拡大防止のた
めの衛生用品購入
経費を支援。

消毒液等の衛生用
品を設置し、新型コ
ロナウイルス感染症
拡大防止の推進を
図ることができた。

環境生活部
スポーツ振
興課

R4.4月 R5.3月 215 215

【アイヌ総合セン
ター】
感染症対策のため
に空気清浄機等を
配置。

空気清浄機等購入
により、新型コロナウ
イルス感染症拡大防
止の推進を図ること
ができた。

環境生活部
アイヌ政策
課

R4.4月 R5.3月 361 361

感染症対策のため、
マスクや消毒液等を
購入し、道立工業技
術センターで使用。

消毒液の設置等に
より、職員及び来所
者の感染防止が図
られた。

経済部
産業振興課

R4.4月 R5.3月 114 114

・所管施設の感染拡
大の防止を図るた
め、消毒液、ペー
パータオル等の衛生
用品購入経費を指
定管理者に措置し
た。

・所管施設の感染拡
大の防止が図られ
た。

経済部食関
連産業局食
産業振興課

R4.4月 R5.3月 1,120 1,120

感染症対策のために
衛生用品を購入し、
道民の森及び各森林
室等に配置。

消毒液等の衛生用品
を購入し感染防止対
策を講じることで、安
心して来場できる環
境を整えることが出来
た。また、感染症拡大
防止対策のより一層
の推進を図ることが
出来た。

水産林務部
森林活用課

2 単
新型コロナウイ
ルス感染症対
策費補助金

①　札幌医科大学が新型コロナウイルス感染症対策に要する経費へ
の補助
②③　医療従事者への特殊勤務手当支給81,738千円、オンライン授
業実施のための経費2,400千円、Wi-Fi整備のための経費16,603千
円、追試験の設定を講ずるための経費5,271千円、シミュレーターの
購入経費5,885千円
④　札幌医科大学

R4.4月 R5.3月 111,897 78,713 78,713

・オンライン授業実
施に要する経費

・新型コロナウイルス
感染症への対応を
行った職員に対する
特殊勤務手当に要
する経費

・通信環境を整備
し、新型コロナウイル
ス感染症の拡大防
止に寄与した。

・新型コロナウイルス
感染症への感染の
危険性のある業務に
従事した職員に対し
て、必要な給与上の
措置が図られた。

総務部・法
人団体課

3 単
北方領土返還
要求特別啓発
事業

①　新型コロナウイルス感染症の影響により移動制限が生じ、交流
人口が減少している状況下で、北方領土返還要求運動を通じ、北方
領土問題が未解決のため地域経済が厳しい状況である北方領土隣
接地域等において、知名度の向上や魅力の発信による誘客、交流
人口の増加等の地域経済の活性化を図るため、インターネット等を
利用した非接触型の啓発活動及び北方墓参見合い事業である洋上
慰霊における参加者のPCR検査を実施。
②　委託料、PCR検査費用等
③　委託料2,180千円（WEBサイトの管理・運営費用 891千円、オンラ
イン動画コンテスト開催費用 1,289千円）、PCR検査委託料8,548千円
　（一般財源：2,698千円充当）
④　北海道

R4.4月 R5.3月 10,728 10,563 10,563

北方領土問題や隣
接地域の魅力を伝え
る動画コンテストを
実施し、入賞作品を
YouTubeで配信した
ほか、隣接地域の特
産品等をイベント等
でPRした。
また、洋上慰霊にお
いて参加者にPCR検
査を実施した。

北方領土問題や隣
接地域への興味・関
心を高め、今後の隣
接地域への誘客促
進に寄与した。
また、洋上慰霊事業
においてPCR検査を
実施し、感染者の有
無を把握し対策する
ことで、感染拡大の
防止を図ることがで
きた。

総務部北方
領土対策課

4 単
道立道民活動
センター管理費

①②　新型コロナ感染防止に向けた人との接触機会の低減のため、
道民活動センター施設予約システム更新に係る経費
③　システム導入費用
④　道民活動センター

R4.5月 R5.2月 16,484 9,900 9,900

人との接触機会の低
減のため、施設予約
システムを更新し
た。

施設予約システムの
更新により、新型コ
ロナウイルス感染症
拡大防止の推進を
図ることができた。

総務部財産
課

22,8941 単
衛生用品整備
費

①　道所管施設の感染拡大防止
②　新型コロナウイルス感染症対策としての消毒液等の衛生用品購
入経費
③　マスク4,083千円、消毒液7,946千円、その他（ペーパータオル、
パーティションなど）10,865千円
④　北海道、指定管理者

事業終期No.

補
助
・
単
独

交付対象事業
の名称

事業の概要（計画申請時）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期
実施計画
総事業費

決算額 事業の実施状況 事業の効果・検証 担当部・課



5 補
教育支援体制
整備事業費交
付金

（幼稚園の感染症対策支援及び幼稚園のICT環境整備支援）
①②　私立幼稚園等における新型コロナウイルス対策としての保健
衛生用品の購入費等を補助
③　衛生用品等の補助：158,900千円
　（１施設あたり500千円を限度）
④　私立幼稚園等

R4.4月 R5.3月 158,900 76,885 38,475

保健衛生用品、備品
購入費、感染症対策
を徹底するために必
要な経費を76,885千
円を補助

保健衛生用品等の
購入により、新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の推進を図るこ
とができた。

総務部学事
課

R4.4月 R5.3月 193,103 44,392

広報紙・点字広報
誌・声の広報、新聞
広告、テレビ番組、
報道発表など道政
広報媒体を幅広く利
用し、新型コロナウイ
ルス感染症対策に
係る広報啓発を実施
した。

全道において感染症
対策の周知・徹底を
図り、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大
防止を推進すること
ができた。

総合政策部
知事室広報
広聴課

R4.4月 R5.3月 15,075 15,075

・感染症対策本部を
38回開催
・感染状況に沿った
感染対策の啓発・広
報を実施

・対策本部の開催や
各種媒体を活用した
啓発・広報を行うこと
により道民へコロナ
感染症の情報や感
染対策等を周知する
ことができた

総合政策部
政策局

R4.4月 R5.3月 73,872 73,872

北海道新型コロナウ
イルス感染症対策本
部指揮室の設置・運
営。

道庁内の意思決定
を明確に速やかに行
える環境を整え、道
民に対し正しい情報
を速やかに発信する
ことができた。

保健福祉
部・
総務課

7 単

多文化共生総
合相談ワンス
トップセンター
運営事業

①　コロナ禍においても在住外国人が安心して生活できるよう外国人
相談センターによる相談機能を強化する
②③　委託費6,608千円
④　公益社団法人　北海道国際交流・協力総合センター

R４.４月 R５.３月 6,608 6,013 6,013

・コロナ禍で不安を
抱える外国人からの
相談に対応するた
め、相談員を1.5人工
増加し、相談体制を
強化
・新型コロナウイルス
に関する各種啓発資
料を多言語により発
信

・年間331件の新型
コロナウイルスに関
する相談に対応し、
在住外国人のコロナ
禍での生活不安の
解消を図った。
・ワクチンや隔離期
間等に関する情報を
速やかに多言語化し
発信した。

総合政策部
国際課

8 単
自治体ＤＸ推進
事業

①　コロナ禍により行政のデジタル化の遅れが顕在化しており、道業
務のデジタル化を推進し、道政の業務効率化及びサービス向上を図
る。
②③　委託費26,821千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 26,821 21,681 21,681

ICTツールを活用し
た道業務のデジタル
化を推進し、20業務
において業務の効率
化及びサービス向上
を図った

コロナ禍で遅れてい
たデジタル化の取組
を業務へのICTツー
ルの導入拡大によ
り、効率化を図ること
で推進できた

総合政策部
次世代社会
戦略局
情報政策課

9 単
テレワーク環境
整備事業

①　新型コロナウイルス感染症対策として道が取組みを進めている
「新北海道スタイル」安心宣言を踏まえた人と人との接触機会の低減
を図るべく、３密を避けた職場環境を実現する。さらに、道が進める
「Smart道庁」の取組を加速させ、道庁の組織活力を向上させること
で、道民サービスの質の向上に繋げる
②　「新しい生活様式」への対応等のために必要な、テレワーク環境
の整備に要する経費
③　テレワーク環境保守費90,211千円、スマホ内線連携保守
28,556千円、スマホ電話料21,444千円、LTE関連経費415,020千円、
モバイル端末購入等835,932千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 1,391,163 653,239 653,239

職員一人一人に情
報セキュリティ対策
等を講じたスマート
フォンを配付し、1万
6,500人に対するテレ
ワーク環境の整備を
実現させた。

テレワーク環境整備
後の職員アンケート
調査における「テレ
ワークの実施率」
は、Ｒ元年度の
10.3％から、Ｒ4年
66.9％と増加してお
り、事業効果が十分
発現しているといえ
る。

総合政策部
次世代社会
戦略局
情報政策課

10 単
コロナ対応地域
政策推進事業
費

①　観光需要喚起、人材確保、地域産品の需要喚起、地域の魅力の
磨き上げ、関係人口の創出、スマート農業の展開といった地域振興
施策を新型コロナウイルスの感染防止策を講じながら実施
②③　セミナー、イベント等開催経費29,892千円、PR資材作成等
82,708千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 112,600 112,377 112,377

観光需要の回復及
び誘客増加を図るプ
ロモーション、地方
移住への高まる需要
を取り込むための移
住セミナーへの出展
や動画を活用した情
報発信、テイクアウト
の需要増に対応した
食のプロモーション、
需要が減退した地場
産品の消費拡大キャ
ンペーン、農業の省
力化や生産性の向
上を図るため、ス
マート農業の導入を
促進などの地域振
興施策を96事業実
施した。

地域の実情に応じた
地域振興施策を実
施することで、コロナ
禍で悪影響を受けた
地域経済の活性化
に寄与できた。

総合政策部
地域創生局
地域戦略課

11 単
北海道移住受
入体制強化事
業

①　新型コロナウイルス感染症により地方移住への関心が高まって
いるため、遠隔地であっても北海道移住への検討が進むよう、移住
後の暮らしがイメージできるオンラインでのPR手法について、市町村
を対象とした研修を実施する。
②　委託費、旅費
③　委託料4,352千円、旅費252千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 4,604 4,450 4,450

北海道への移住検
討を促すためのPR
事業として、ターゲ
ティング広告を実施
したほか、各市町村
のPR手法向上を目
的とした研修を開
催。

移住相談窓口等に
おいて受け付けた相
談件数（総務省「令
和４年度移住相談に
関する調査結果」）
が前年度比約1.2倍
となるなど、オンライ
ン等での効果的なＰ
Ｒにより、北海道移
住への関心を持って
もらうことができた。

総合政策
部
地域政策
課

6 単

新型コロナウイ
ルス感染症関
連広報･対策本
部運営費

①　新型コロナウイルス感染症対策に係る広報啓発及び感染症対策
本部の設置･運営
②③　感染症対策に係る各種広報啓発295,192千円
　　  対策本部の設置・運営230,000千円
（一般財源：104,403千円充当）
④　道民･対策本部等設置事業者

525,192



12 単
北海道とつなが
るカフェ事業

①　新型コロナウイルス感染症により高まった地方移住への関心層
を北海道に取り込むため、デジタルを活用し首都圏の若年層や子育
て世代をターゲットとした積極的なPRや、北海道との関わり方やつな
がりについてオンライン等を活用して提供することにより、関係人口
の創出・拡大を図る。
②　委託費、旅費、役務費、需用費
③　委託料13,229千円、旅費等693千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 13,922 13,856 13,856

首都圏の若年層や
子育て世代を主な
ターゲットとして、移
住プロモーション動
画の制作及びターゲ
ティング広告を実施
したほか、オンライン
等を活用した首都圏
でのイベントを開催。

各種SNS及び
YouTube登録者数が
前年比約1.8倍となる
など、様々な手法で
北海道の魅力を積
極的に発信すること
で、地方移住への関
心層を取り込み、関
係人口の創出・拡大
を図ることができた。

総合政策
部
地域政策
課

13 単
地域づくり総合
交付金（コロナ
対策推進事業）

①　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けている地域
経済や住民生活の支援を通じた地域活性化を目的として取り組む、
感染防止対策等の「新北海道スタイル」を踏まえた事業を支援
②　市町村等が行う地域経済や住民生活の支援を通じた地域活性
を目的として取り組む事業に要する経費
③　50事業程度、交付対象軽費の２分の１以内
④　市町村、一部事務組合、広域連合、複数市町村で構成する協議
会等

R4.4月 R5.3月 100,000 93,293 93,293

避難所における感
染症対策、地場産
品の消費拡大ＰＲ
の取組のほか、コ
ミュニティのICT化
推進などの地域振
興の取組48事業を
支援した。

地域の実情に応じ
た地域振興の取組
を支援することによ
り、コロナ禍で悪影
響を受けた地域経
済の活性化に寄与
できた。

総合政策
部
地域政策
課

14 単

地域づくり総合
交付金（北海道
デジタルチャレ
ンジ推進事業）

①　コロナ禍における道が直面する諸課題をICTやAI技術活用により
解消
②　事業補助（補助率１／２）
③　５事業×10,000千円　交付対象経費の2分の1以内
（一般財源：20,000千円充当）
④　民間企業と市町村で構成されたコンソーシアム等

R4.4月 R5.3月 50,000 25,397 25,397

全4事業（実施自治
体：岩見沢市、倶知
安町、紋別市、富良
野市）を採択し、事
業実施に必要な経
費を交付。

道が直面する地域
課題の解決に資する
実証を行い、その成
果や事業で得られた
データをオープン
データとして公開し
ている。

総合政策部
次世代社会
戦略局
デジタルト
ランス
フォーメー
ション推進
課

15 単
北海道新幹線
利用促進費

①　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、利用者数が減少
していることから、北海道新幹線が安心・安全に運行していることを
PRし、需要喚起を図る取組などの実施
②　委託費
③　北東北との交流・連携推進3,950千円、道内の周遊促進　6,000千
円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 9,950 8,924 8,924
北海道新幹線の利
用者数の回復に資
する取組を実施

新型コロナウイルス
感染症の感染拡大
により落ち込んだ新
幹線利用者数の回
復に寄与した

総合政策部
交通企画課

16 単
国際航空路線
維持回復緊急
事業

①　新型コロナウイルス感染拡大前に就航していた国際航空路線の
再開及び新規就航を図る
②　国際定期便の再開に対する支援、国際定期便の新規就航に対
する支援、航空会社へのトップセールス
③　補助金86,600千円（国際定期便の再開に対する支援50,000千
円、国際定期便の新規就航に対する支援36,600千円）、旅費・需用
費・役務費・使用料8,242千円
④　航空運送事業者（国際線）

R4.4月 R5.3月 94,842 54,765 54,765

・道内空港発着の
国際航空旅客定期
便の運航を再開す
る航空会社に対
し、運航に要する
経費を補助

・13航空会社が定
期便の運航を再開
するなど、水際対
策の緩和後の国際
航空需要の回復に
早期に対応するこ
とができた。

総合政策部
航空課

17 単
道内地方路線
活性化事業

①　道内地方路線の活性化を図り、新型コロナウイルス感染症拡大
の影響で減少した航空需要の回復を図る
②　民間委託外空港への定期路線の新規就航に対する支援（デアイ
シング経費補助）、民間委託外空港を発地または着地とするチャー
ター便に対する支援（運航に要する経費補助）
③　補助金16,400千円（定期路線の新規就航に対する支援12,800千
円、チャーター便に対する支援3,600千円）、旅費・需用費1,264千円
④　本邦航空運送事業者（国内線）
　※特定事業者を対象にしたものではない

R4.4月 R5.3月 17,664 4,544 4,544

・民間委託外空港
における新規就航
やチャーター便運
航に要する経費を
補助

・道内地方空港に
おける新規路線の
就航、チャーター
便の運航に繋が
り、コロナの行動
制限緩和後におけ
る航空需要の回復
に早期に対応する
ことができた。

総合政策部
航空課

18 単
道内航空需要
回復支援事業

①　新型コロナウイルス感染症拡大の影響で減少した航空需要の早
期回復を図る
②　利用促進事業（航空機利用の促進に向けた取組等）又は地域振
興事業（就航都市等と連携した取組等）に要する経費（ただし、航空
会社の参画が条件）
③　1事業あたり上限2,500千円×12空港（道内13空港のうち、道が負
担金を支出している新千歳空港を除く）
④　道内空港が所在する地域において当該空港の利用促進を行う
市町村及び経済界等で構成された協議会等又は市町村

R4.4月 R5.3月 30,000 29,500 29,500

・市町村や空港利
用促進協議会等が
実施する利用促進
事業等に対して、
事業に要する経費
を補助

・市町村、航空会
社など多様な主体
が連携して事業実
施することで、需
要喚起などの利用
促進や地域振興事
業を効果的に実施
することができ
た。

総合政策部
航空課

19 単
ヒグマ対策推進
費

①　野生鳥獣による農林業被害等が拡大していることから、コロナ禍
でも被害防止策等を学べるイベント開催や教材動画のオンライン配
信により、理解促進を図る
②　シンポジウム・パネル展の開催、教材動画作成公開及び誘導に
係る費用
③　委託費8,703千円、報償費240千円、旅費144千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 9,087 8,865 8,865

・感染症対策のため
シンポジウムの様子
を撮影し、動画を
YouTubeにアップし
た。

・シンポジウムの動
画配信により、道民
や、道外からの旅行
者など広くヒグマに
関する正しい知識を
身につけるとともに、
新型コロナウイルス
感染症拡大防止の
推進を図ることがで
きた。

環境生活部
野生動物対
策課

20 単
地域脱炭素合
意形成支援事
業

①　脱炭素化に取り組む市町村を３段階に分類し、状況に応じた支
援。振興局に設置したゼロカーボン推進本部と連携し、コロナ禍にお
いても地域に応じた効果的な取り組みを促進。
②　市町村への有識者の派遣に係る費用
③　旅費（職員、講師出張）7,331千円、需用費（消耗品費等）3,381千
円、報酬等2,338千円、使用料（会場使用６回分）315千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 13,365 12,081 12,081

市町村職員等の知見
向上のため地域勉強
会をオンラインで実施
（4回）するほか有識
者を市町村へ派遣す
る等の支援を行った。

コロナ禍においても
地域に応じた効果的
な取り組みを促進で
きた。

経済部地球
温暖化対策
課

21 単
CO2排出量「見
える化」事業

①　各家庭のCO2排出量を算定し「見える化」するスマホ用 アプリを
国と共同で作成し、排出量データを収集。排出量が閲覧可能なアプ
リを構築し、コロナ禍における市町村等の排出対策に寄与
②　プロモーション等に係る費用
③　委託料（CO2排出量推計ソフト作成、利用促進HP作成）6,444千
円、使用料（会議室使用６回分）560千円、旅費（職員、講師出張）650
千円、役務費（送料等）900千円、報償費（有識者謝金）72千円、需用
費（消耗品費等）4,556千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 13,182 9,711 9,711

・家庭のCO₂排出量
を算定し「見える化」
するスマホ用アプリ
の一部機能を作成。
・道条例に基づく事
業者温室効果ガス
排出量報告制度の
報告支援システム
「北海道排出量ボー
ド支援システム」を開
発。

・ポストコロナに向け
た家庭からの排出量
対策に寄与できた。
・事業者が自社の排
出量を見える化でき
るシステムを開発し
たことで、コロナ禍に
おける排出対策に寄
与することができた。

経済部ゼロ
カーボン戦
略課

経済部地球
温暖化対策
課



22 単
人権尊重の社
会づくり推進事
業

①　新型コロナウイルス感染症に関するインターネットによる人権侵
害の防止や性的マイノリティへの理解促進
②　メッセージ動画の募集やオンラインセミナー・講習会に係る費用
③使用料（会場借上げ、配信一式）837千円、役務費（賞状筆耕料14
人分）57千円、委託料（リーフレット作成等）763千円、報償費等（講師
謝金等）373千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 2,030 619 619

メッセージ動画の募
集・発信により、人権
侵害防止に係る啓
発を行った。

動画の募集・発信に
より、道民に対し人
権侵害防止ついて
の理解促進を図るこ
とができた。

環境生活部
道民生活課

23 単
文化芸術活動
支援事業

①　新型コロナウイルス感染症により影響を受けている道内文化芸
術団体・個人の活動継続に向けた取り組みを支援し、道民が文化に
触れる機会を確保する
②　収益基盤強化に要する経費、地方公演の開催経費、開催方法
や体制変更に要する経費
③　250千円×200団体
④　公益財団法人北海道文化財団

R4.4月 R5.3月 50,000 49,087 49,087

北海道文化財団を
通じて、活動継続に
向けて取り組む文化
芸術団体等に補助。

道内アーティストの
継続的な活動と道民
の文化芸術鑑賞の
機会の確保が図ら
れた。

環境生活部
文化振興課

24 単
縄文世界遺産
活用促進プロ
ジェクト事業

①　2021年7月に本道初の世界文化遺産に登録された「北海道・北
東北の縄文遺跡群」において、新型コロナウイルス感染症の影響で
訪問者数が伸び悩んでいることから、アフターコロナに誘客を促進し
て地域経済を活性化させるため、積極的に情報発信を実施する
②③　委託費（映像制作4,325千円、ポータルサイト制作7,810千円、
SNS広告制作2,482千円）
④　北海道

R4.8月 R5.3月 14,617 14,617 14,617

アフターコロナにお
ける誘客促進に向け
たPRや情報発信の
ための委託事業

インターネット上での
事業展開により、コ
ロナ禍で直接の訪問
が減少した時期に
あっても、縄文世界
遺産について効果的
に情報発信を図るこ
とができた。

環境生活部
文化振興課

25 単
野幌森林公園
エリア活性化事
業

①　新型コロナウイルス感染症の影響で来館者数の減少を踏まえ、
DXにより展示や資料の魅力を引き出し、道内外に発信する
②　北海道立総合博物館の展示のデジタル化に関する経費
③　デジタルコンテンツ整備8,130千円、バーチャル展示解説動画の
制作等2,829千円、施設内密集回避352千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 11,311 10,773 10,773

・展示中及び保管中
の資料の内、特に貴
重と考える資料の電
子化を実施。
・巨大壁画「開拓」を
電子化し、写真など
を組み合わせモニ
ターを活用したバー
チャル展示解説動画
を展示。

資料のアーカイブ化
（資料300点）により、
ウェブサイト上の観
覧が可能となり、新
型コロナウイルス感
染症拡大防止の推
進を図ることができ
た。また、デジタル技
術を活用し展示の魅
力向上を行い来館
者の回復を行った。
参考:北海道博物館
（総合展示室）来館
者数R3:35,817人→
R4:64,387人
ウェブサイトアクセス
件数R3:279,677→
R4:427,589

環境生活部
文化振興課

26 単
北海道博物館
特別展

①　北海道博物館において開催される「昆虫」をテーマとして特別展
に際し、コロナ禍での大規模展示会のモデルを構築・普及する
②　展示物造作、搬送等費用
③　実行委員会負担金10,000千円
④　「世界の昆虫」実行委員会

R4.4月 R4.9月 10,000 10,000 10,000

北海道博物館特別
展を開催した。感染
症拡大の防止対策と
して、フットオン展示
（足でスイッチを踏む
と展示物が稼働す
る）を作成した。ま
た、展示室の定期的
な消毒、人が密にな
らないよう会場整理
員の配置等を実施し
た。

コロナ禍においても
特別展開会中にクラ
スター等の感染症拡
大事案が発生するこ
となく、入館者59,544
人を記録することが
出来た。

環境生活部
文化振興課

27 単

スポーツをす
る・みる・ささえ
る促進事業費
（障がい者ス
ポーツの推進）

①　道が開催するパラ競技体験会及びセミナー、障がい者スポーツ
団体が開催する講習会、体験会、強化練習等における新型コロナウ
イルス感染症予防・拡大防止
②　消毒液等、新型コロナウイルス感染症予防・拡大防止に係る費
用
③　旅費163千円　需用費250千円　役務費45千円、委託料2,736千
円　使用料76千円　補助金1,000千円
④　北海道、障がい者スポーツ団体

R4.4月 R5.3月 4,270 4,037 1,495

パラスポーツ体験会
（北海道みらい運動
会）における感染防
止対策の実施

新型コロナウイルス
感染症対策マニュア
ルを整備し事業を実
施することができた。

環境生活部
スポーツ振
興課

28 単
アイヌ文化理解
促進普及啓発
事業費

①　新型コロナウイルス感染拡大に伴い、アイヌの歴史・文化の学習
機会が低迷している中、「新しい生活様式」を用いた感染症対策を実
践した普及啓発方法を創出し、関係機関に情報提供することで、理
解の促進を図る
②　アイヌの歴史、文化に関する人形劇の上演等
③委託料45,391千円、旅費1,320千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 46,711 45,915 45,915

コロナ禍においても
感染症対策を実践
したうえで、直接アイ
ヌの歴史・文化　に
触れる体験学習の
機会を全道各地で
提供。

新型コロナウイルス
の影響により、アイヌ
文化等に直接触れ
る機会が減少してい
たが感染症対策を
実践し全道各地で普
及、啓発を図ること
ができた。

環境生活部
アイヌ政策
課

29 単
保健所体制強
化事業費（資機
材の整備等）

①　新型コロナウイルス感染症に係る道立保健所の即応体制を確保
するため、資機材の整備を実施
②　旅費、使用料及び賃借料、備品購入費
③　車両購入 1,470千円×5台、PC及び複写機リース 216千円×26
保健所、保健所長兼務旅費 1，287千円
④　道立保健所

R4.4月 R5.3月 14,253 14,240 14,240

・保健所の車両3台
をHV車に更新したほ
か事務機器等を更
新
・新型コロナ対応で
増加したコピー使用
料の支払い
・所長不在(兼務)の
保健所へ出向き必
要な指揮命令を実施

・老朽化した車両を
はじめ保健所の備品
を更新することによ
り、設備面の強化が
図られた。
・増加した分のコ
ピー使用料を補填す
ることにより、保健所
業務が滞ることなく
執行できた。
・所長不在の保健所
においても定期的に
所長が出向くことで
必要な指揮命令系
統の確立が図られ
た。

保健福祉
部・
地域保健課



30 単
難病医療提供
体制整備事業

①　コロナ禍で増えた難病患者からの相談に対応するよう体制強
化、医療従事者の知識・技術習得のため研修会を開催
②③　難病診療連携コーディネーター、難病診療カウンセラー人件費
（任期の定めの無い常勤職員の給料分を除く）、研修会開催費用等
④　北海道、独立行政法人国立病院機構北海道医療センター

R4.4月 R5.3月 9,383 9,383 9,383

コロナ禍で不安を抱
えている難病患者へ
の相談体制を強化
するため、難病診療
連携コーディネー
ター等の配置に必要
な人件費を委託料と
して支出。

相談体制を強化した
ことにより、適切なタ
イミングで適切な医
療機関に繋げること
や、難病患者のコロ
ナ感染症への不安
をケアし、受診控え
による症状の悪化等
の防止に寄与するこ
とができた。

保健福祉
部・
地域保健課

31 単
健康づくり道民
調査事業費

①　コロナ禍における道民の健康状態や運動・生活習慣・健康意識
の変化等を把握し、感染拡大の影響を受けた地域住民の健康支援
および健康なまちづくりを推進する他、「すこやか北海道21」の最終
評価、次期計画策定のための基礎資料の作成等
②　調査対象道民の身体状況、栄養摂取状況、健康意識調査にか
かる費用。報償費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料、委
託料等
③　調査対象世帯約5000人、単価についてはH28実績をもとに積算
④　北海道

R4.4月 R5.3月 6,795 5,257 5,257

コロナ禍における道
民の健康状態等の
把握のため、約4,000
人の道民を対象とし
た調査を実施した。

感染拡大の影響を
受けた地域住民の
健康状態の把握の
ほか、「すこやか北
海道21」の最終評
価、次期計画策定等
のための基礎資料と
して第2次医療圏を
考慮した地区ごとの
調査結果を得ること
ができた。

保健福祉
部・
地域保健課

R4.4月 R5.3月 7,772 7,772

○認定調査員等研
修事業
・保健所業務として
実施していた認定調
査員等を対象とした
研修を業務委託し実
施。

○認定調査員等研
修事業
・研修対象者の資質
向上を図るとともに、
保健所業務の効率
化・省力化を図るこ
とで、コロナ感染症
対策の充実に寄与
することができた。

保健福祉
部・
地域保健課
高齢者保健
福祉課（認
定調査員等
研修事業の
み
）

R4.4月 R5.3月 26,492 26,492

指定難病等の認定
事務を外部委託する
ことで、保健所業務
の効率化。省力化を
実施しながら、難病
等認定業務を実施し
た。

膨大な時間を要する
難病等の認定事務
を外部委託化するこ
とで、コロナ禍におい
て保健所職員が真
に担うべき健康危機
対応関係業務に重
点的・効率的に従事
することができた。

保健福祉
部・
地域保健課

R4.4月 R5.3月 45 45

「保健所におけるHIV
検査の実施につい
て」（令和３年３月２１
日付け健感発０３１１
第３号、第８号）に基
づき、新型コロナウ
イルス感染症流行下
においても、検査体
制を確保できるよう
郵送検査を実施

保健所業務のひっ迫
に伴い自宅での検
査を行えるようにし
たことで、新型コロナ
ウイルス拡大防止の
推進及びHIV検査の
受検機会の確保を
図ることができた。

保健福祉部
感染症対策
課

33 単
衛生研究所試
験研究費

①　・新型コロナウイルスの培養系を確立することにより、ウイルス量
が少ない検体でも、ゲノム解析ができるようにする
・新興・再興感染症流行時の検査体制を強化するため、疫学調査当
の技術・知識習得のトレーニングを行う。
②　旅費、需用費、役務費、負担金等
③旅費317千円、需用費2,352千円、役務費250千円、学会参加費80
千円、外部講師招へい460千円、派遣研修1,636千円、職場内研修
2,900千円
④　衛生研究所、感染症センター職員

R4.4月 R5.3月 7,995 6,274 6,274

新型コロナウイルス
の培養系を確立し、
以前には解析できな
かった検体を100検
体以上解析できるよ
うになった。
道内各保健所に出
向き、新型コロナウ
イルスのゲノム解析
について、その説明
と、データの還元を
行った。
疫学統計研修等へ
の参加、ゲノム解析
用の試薬や防護服
を購入し所内研修を
実施したり専門書の
購入による研鑽を
行った。

ゲノム解析や疫学調
査等の知識や技術
を習得することで、
新型コロナウイルス
感染症など新興・再
興感染症流行時の
検査体制の強化を
図ることができた。

保健福祉
部・
地域保健課

R4.4月 R5.3月 168,123 57,643

院内感染が発生した
医療機関等へ医療
チームを派遣
［延べ210チーム］

道内の患者受入を
調整する機能を有す
る組織・部門へ患者
搬送コーディネー
ターを配置
［延べ95人］

感染者が増加してい
る医療機関に対し、
看護師を派遣
［延べ89人］

医療従事者の派遣
等により、医療提供
体制を確保すること
で、新型コロナの感
染拡大防止を図るこ
とができた。

保健福祉部
感染症対策
課

35 単
ＰＣＲ等検査無
料化推進事業
費

①　コロナ禍においてワクチン･検査パッケージ・対象者全員検査等
の定着促進及び感染拡大時に道の要請に基づいて実施するPCR等
検査無料化支援
②　民間の取組のために検査が必要な無症状の方や感染拡大傾向
時に不安を感じる無症状の道民等に対し、PCR検査を実施した際の
費用
③　検査推進枠の地方負担２割のうち北海道負担分に充当
④　医療機関、薬局、衛生研究所、飲食店、イベント主催者等

R4.4月 R5.3月 910,679 4,846,997 851,463

感染拡大時などに道
の要請に基づいて実
施するＰＣＲ等検査
無料化の取組を支
援

全道域で、民間によ
る検査体制の整備を
行うことにより、新型
コロナウイルスの感
染対策と社会経済活
動の両立を図ること
が出来た。

保健福祉部
感染症対策
課

32 単 49,903

①②・道の要請に基づき新型コロナウイルス感染症の患者等を受け
入れている医療機関や感染者が発生した社会福祉施設等への医療
チーム等や、人工呼吸器やECMO等を扱える医療従事者等の派遣
に必要な経費を補助
・新型コロナウイルスに感染し院内の業務ができなくなった場合に、
医療提供体制を維持できるよう、看護師の派遣する
③医療チーム派遣 12,672千円、施設療養体制整備 33,923千円、医
療搬送体制整備 447千円、重症者対応医療従事者等派遣1,240千
円、看護師の謝金のうち新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交
付金の基準単価を超えた差額分33,410千円
④医療機関等

81,692

保健所健康危
機管理体制強
化事業

①　・道立保健所がコロナ感染症等の喫緊の課題に対応しつつ、平
常時からの健康危機管理体制を整備するため、指定難病等の認定
事務やHIV検査業務を外部委託することで、保健所業務の効率化・
省力化を推進
　・市町村の要介護認定調査に従事する者、介護認定審査会委員及
び主治医に対する資質向上等を目的として研修を実施
②　委託料、旅費、需用費、役務費、使用料等
③　指定難病等委託費等26,498千円、HIV検査業務委託9,757千円、
介護認定研修13,648千円
④　北海道、医療機関等

34 単
医療従事者等
派遣事業



37 補
障害者総合支
援事業費補助
金

（新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対
するサービス継続支援事業）
①　感染者・濃厚接触者の発生した障害福祉施設への補助
②　感染者・濃厚接触者の発生により生じた衛星用品の購入、施設
への職員応援派遣などのかかりまし経費
③　令和３年度実績及び令和４年度のクラスター発生件数をもとに一
施設当たり平均1,608千円×254施設として積算
④　障害福祉施設

R4.4月 R5.3月 408,432 183,220 61,074

・新型コロナウイルス
感染症の濃厚接触
者、感染者発生時の
障害福祉サービス等
事業所がサービス継
続に要した額として
183,220千円を補助。

・新型コロナウイルス
の感染者や濃厚接
触者等が発生した施
設・事業所におい
て、建物の消毒に要
する費用や職員の
感染等に伴う人員確
保等、サービスの継
続に必要な経費を支
援することができた。

保健福祉
部・
地域福祉課

38 単
社会福祉施設
等感染拡大防
止対策費

①　コロナ禍において緊急時に社会福祉施設へ配布する感染症対
策のための衛生用品の備蓄
②　衛生用品の備蓄に係る倉庫委託料
③　令和2年度実績より積算
④　北海道

R4.4月 R5.3月 35,000 12,802 12,802

・新型コロナウイルス
感染症予防のため、
緊急時に社会福祉
施設へ配布する衛
生用品を備蓄、要望
がある施設に対し衛
生用品を配布するた
め、業務を委託した
事業者への委託料と
して12,802千円を支
出した。

・衛生用品を必要と
する社会福祉施設に
対し衛生用品を迅速
に配布することで、
新型コロナウイルス
感染症拡大防止の
推進を図ることがで
きた。

保健福祉
部・
地域福祉課

39 補

新型コロナウイ
ルス感染症
セーフティネット
強化交付金

（保護施設等の衛生管理体制確保支援事業）
①　コロナ禍において保護施設における感染防止対策経費への支援
②　保護施設における感染予防等に必要となった経費を補助する
③　一施設500千円、対象施設16施設として積算
④　保護施設

R4.4月 R5.3月 8,000 21,072 15,072

・新型コロナウイルス
感染症流行下にお
いて、保護施設等の
衛
生管理体制確保支
援事業の実施に必
要な経費として、
21,072千円を補助。

・事業実施に感染症
対策を必要とする保
護施設に対し必要な
支援を実施すること
により、新型コロナウ
イルス感染症拡大防
止の推進を図ること
ができた。

保健福祉
部・
地域福祉課

R4.4月 R5.3月 133,443 66,721

・児童養護施設等に
配布する衛生用品
の購入補助及び感
染対策を講じた環境
整備の補助を実施

・衛生用品の配布、
環境整備等の支援
により、児童養護施
設について新型コロ
ナウイルス感染症拡
大防止の推進を図る
ことができた。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

R4.4月 R5.3月 115,590 57,795

・要請のあった児童
養護施設に対し配布
する衛生用品購入に
係る費用及び感染
対策に係る環境整
備の費用として、
115,590千円を補助。

・衛生用品の配布、
環境整備等の支援
により、児童養護施
設について新型コロ
ナウイルス感染症拡
大防止の推進を図る
ことができた。

保健福祉
部・
地域福祉課

41 補

新型コロナウイ
ルス感染症
セーフティネット
強化交付金

（自立相談支援機関の機能強化）
①　新型コロナウイルス感染症の影響から生活困窮者への支援ニー
ズが増大したことに加え、新たな支援層の顕在化など、従来よりも支
援ニーズが多様化している状況を踏まえ、支援体制を強化する
②③　セーフティネット強化交付金の地方負担分
　 2,117千円×14振興局＝29,638千円
　（1）事務職員の配置　2,316千円×0.5人工
　（2）多言語対応環境整備（ポケトーク）　30千円
　（3）NPOや社会福祉法人との連携強化
　　　　→広報費や情報交換会参加費等　186千円
　（4）ICTの活用による機能強化（タブレット等）　550千円
　（5）消費税　193千円
④　自立相談支援機関

R4.4月 R5.3月 29,638 18,595 4,650

・多様化する生活困
窮者からの相談に対
応すべく、各自立相
談支援機関にタブ
レット２台、ポケトー
ク１台を購入。
・支援員が生活困窮
者の支援に注力でき
るよう、各自立相談
支援機関に事務職
員を0.5人工分配置
した。

・ICTの活用により、
新型コロナウイルス
感染症拡大防止の
推進を図ることがで
きた。
・事務職員を配置す
ることにより、支援員
はより多くの時間を
相談業務に充てるこ
とが可能となり、より
多くの相談者に対応
することができた。

保健福祉
部・
地域福祉課

42 補

新型コロナウイ
ルス感染症
セーフティネット
強化交付金

（地域自殺対策強化事業費）
①　民間相談機関(電話相談)において新型コロナウイルス感染症に
関する電話相談が急増している状況を踏まえ、自殺相談体制の強化
に対して支援する
②③　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金の地方
負担分に充当
④　民間相談機関

R4.4月 R5.3月 1,144 1,144 500

・感染拡大防止のた
め、非接触の相談体
制を整備し、1,144千
円を委託料として支
出。

・電話相談の体制を
整備することにより、
自殺を防止し、新型
コロナウイルス感染
症拡大防止の推進
を図ることができた。

保健福祉部
障がい者保
健福祉課

43 補

新型コロナウイ
ルス感染症
セーフティネット
強化交付金

（こころの健康ＳＮＳ相談事業費）
①新型コロナ禍で心労を抱えた方への相談に対応するため、ＳＮＳを
活用した相談事業を実施する
②③新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金の地方
負担分に充当
④　北海道

R4.4月 R5.3月 23,933 21,213 5,304

・新型コロナウイルス
の不安を抱える道民
に対し、心の相談を
行うことができるSNS
相談を設立し、委託
事業者に対して
23,933千円を委託料
として支出。

・新型コロナウイルス
の影響で職を失った
り、心身に不安・不
調のある方へフォ
ローを行うことができ
た。また、対面から
SNS相談へ移行する
ことにより、新型コロ
ナウイルス感染症拡
大防止の推進を図る
ことができた。
(相談対応件数8,701
件/R4年度)

保健福祉障
がい者保健
福祉課

44 補
障害者総合支
援事業費補助
金

(障がい者用介護ロボット等導入支援事業費)
①　新型コロナウイルス感染症により負担が増大している介護業務
等に係る負担の軽減を図るため、障がい福祉サービス事業所等の
介護ロボットやICTの導入経費を補助する
②　介護ロボット導入経費・ICT導入経費
③　51事業者分
④　障がい者支援施設等

R4.4月 R5.3月 40,801 13,377 4,459

障がい福祉サービス
事業所等の介護ロ
ボット導入経費を補
助した。
事業所数：11カ所／
年

介護ロボット導入に
より、障がい福祉
サービス事業所等の
介護業務等に係る
負担を軽減すること
ができた。

保健福祉部
福祉局障が
い者保健福
祉課

45 単
高齢者通いの
場ＩＣＴ活用事業

①　コロナ禍において感染症等の影響により、通いの場等への参加
や他者との交流活動を自粛している高齢者に対して、ＩＣＴ活用した
活動を普及展開し、フレイル対策や孤立防止、コミュニティの維持を
図る
②　報償費、旅費、需用費、役務費、使用料
③　概ね道内6会場にて、R3通いの場ＩＣＴ活用推進モデル事業の取
組内容や成果等の報告、モデル事業で活用したタブレット等の体験
④　市町村職員、生活支援コーディネーター等（１７９市町村）

R4.4月 R5.3月 2,734 156 156

道において令和3年
度にモデル事業とし
て実施したICT活用
した介護予防の取組
について、その成果
や実践内容等を道
内3会場にてフォーラ
ムを開催。

モデル事業の成果
等について、道内市
町村や地域包括支
援センター等に周知
することができたとと
もに、各市町村等が
今後のICT活用した
取組を検討する機会
の一助となった。

保健福祉
部・
高齢者保健
福祉課

（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）
①　コロナ禍において児童養護施設における感染要望対策経費への
支援
②　児童養護施設において、感染予防等に必要となった経費を補助
する。
③　令和２年度実績より一施設平均1,528,540円、対象施設100施設
として積算
④　児童養護施設等

152,85440 補
児童福祉事業
対策費等補助
金



46 単
在宅要介護者
等受入体制整
備事業費

①　介護者が新型コロナウイルス感染症により入院し、濃厚接触者と
なった要介護者の受入施設の整備を行う
②③　受入経費28,200千円
④　あらかじめ指定する濃厚接触要介護者の受入に同意が得られた
短期入所事業所

R4.4月 R5.3月 28,200 735 735

濃厚接触者の受入
にあたって必要な割
増人件費や衛生用
品購入に要する経費
を補助

施設において、濃厚
接触者である在宅要
介護者に対し、感染
対策を万全に施した
環境において必要と
される介護サービス
の提供を行うことに
より、感染拡大を未
然に防ぐことができ
た。

保健福祉
部・
高齢者保健
福祉課

47 補
保育対策総合
支援事業費補
助金

（保育環境改善等事業）
①　コロナ禍において感染症対策に対する強い体制を整え、感染症
対策を徹底しつつ、事業を継続的に提供していく。また、感染症対策
のために必要となる改修や設備の整備等を行う
②③　保育対策総合支援事業費補助金の地方負担分に充当
④　認可外保育施設、居宅訪問型保育事業、児童厚生施設、市町村
（保育所等）

R4.4月 R5.3月 142,627 63,765 31,901

感染拡大防止のた
めにマスクや消毒液
等を購入する経費に
ついて、認可外保育
施設等100か所及び
11市町村に支援し
た。

職員が感染症の対
策の徹底を図りなが
ら事業を継続的に実
施することが可能と
なった。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

48 単

子ども・子育て
支援交付金(新
型コロナウイル
ス感染症対策
支援事業北海
道負担分)

（地域子ども･子育て支援事業費・（特例措置分）新型コロナウイルス
感染症対策支援事業）
①　感染症対策に対する強い体制を整え、感染症対策を徹底しつ
つ、事業を継続的に提供、また、感染症対策のために必要となる改
修や設備の整備等を行う
②③　子ども・子育て支援交付金の地方負担分に充当
④　市町村（放課後児童クラブ、ファミリー・サポート・センター等）

R4.4月 R5.3月 522,038 218,246 218,246

感染拡大防止のた
めにマスクや消毒液
等を購入する経費に
ついて、６７市町村に
支援した。

職員が感染症の対
策の徹底を図りなが
ら事業を継続的に実
施することが可能と
なった。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

50 補
児童福祉事業
対策費等補助
金

（新型コロナウイルス感染症対策に係る児童虐待・ＤＶ対策等体制強
化事業、児童養護施設等の感染防止対策のための相談・支援事業）
①　感染防止対策等に関する相談窓口の設置・派遣指導、職員のメ
ンタルヘルス相談窓口を設置し、継続的に事業をしていくための体
制を整備する
②③　児童虐待・DV対策等総合支援補助金の地方負担分に充当
④　児童養護施設

R4.4月 R5.3月 1,344 595 53

・児童養護施設等に
従事する職員向けメ
ンタルヘルス相談窓
口を設置

・感染防止対策等に
従事する施設職員
向け相談窓口を設
置し、円滑な施設運
営に寄与した。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

51 補
母子保健衛生
費補助金

（妊産婦総合対策事業費）
①　妊婦への分娩前の新型コロナウイルス検査に要する経費等を支
援
②③　母子保健衛生費国庫補助金の地方負担分に充当
④　不安を抱える妊婦やウイルスに感染した妊産婦等

6,933 657 329
対象の妊婦が実施し
たウイルス検査代を
助成

安心して分娩できる
よう妊婦の不安を軽
減することができた。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

52 補
子育て支援対
策臨時特例交
付金

（特定不妊治療費助成事業）
①　新型コロナウイルス感染症下における特定不妊治療費に要する
経費の一部を助成。不妊に悩んでいる方や新型コロナウイルス感染
症の影響により、不妊症により不安を感じている方に対してピアサ
ポートによる支援を実施
②③　制度適用拡大分を充当
（一般財源：2,424千円充当）
④　体外受精等以外の治療法をもって妊娠の望めない夫婦

482,325 256,769 76,612

政令指定都市及び
中核市が実施する
不妊治療の助成事
業に必要な経費を補
助

高額な不妊治療費
の経済的負担を軽
減することで、子ども
を持つことを望む夫
婦の不安を軽減する
ことができた。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

54 補
児童福祉事業
対策費等補助
金

（児童相談体制強化事業費）
①　コロナ禍において児童相談所における感染症対策を講じた相談
支援環境を整備
②③　児童虐待・DV対策等総合支援補助金の地方負担分に充当
④　8児相

R4.4月 R5.3月 2,988 2,138 1,052

・感染拡大により家
庭訪問等が困難な
場合に、タブレット端
末を活用し、オンライ
ンでの状況確認等を
実施

・感染防止対策を講
じながら児童虐待対
応等の児童相談業
務の迅速な遂行に
寄与した。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

55 単

新型コロナウイ
ルス感染症に
伴う児童相談体
制強化事業費

（児童相談体制強化事業費）
①　コロナ禍による生活環境の変化に伴い増加が懸念される、児童
虐待相談へ対応するための人員を強化
②　人件費（任期の定めの無い常勤職員の給料分を除く）
③　道基準の給料表における1級25号俸の給料
④　8児相

R4.4月 R5.3月 20,173 16,498 16,498

・増加する児童虐待
等への対応のため、
児童家庭相談事務
補助職員を各児相
に１名配置

・感染拡大に伴う家
庭内における様々な
不安等の児童家庭
相談に迅速に対応
することができた。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

56 補
児童福祉事業
対策費等補助
金

（児童一時保護感染拡大防止体制強化事業費）
①　コロナ禍において濃厚接触等の児童を一時保護するにあたり、
医療機関との連携を図るため、看護師等を配置
②③　児童虐待・DV対策等総合支援補助金の地方負担分に充当
④　8児相

R4.4月 R5.3月 13,141 9,642 5,036
・３児相に看護師を１
名ずつ配置

・児相一時保護所で
の濃厚接触者等の
子どもの受け入れ等
に際し、健康観察や
医療機関との連携等
を図った。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

57 単
飲食店感染防
止対策認証制
度推進事業

①　飲食店等における新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の
徹底のため、第三者認証制度を全道で実施
②　認証に係る申請や審査事務等
③　委託料596,140千円
④　全道30,000件

R4.4月 R5.3月 596,140 546,977 546,977

認証及び事後調査
（認証後の確認調
査）を実施、ホーム
ページを構築。

全道において制度の
普及が進み、新型コ
ロナウイルス感染症
拡大防止の推進を
図ることができた。

経済部
経済企画課

59 単
教育旅行支援
事業

①　コロナ禍における感染リスク低減に配慮した教育旅行の実施
②　委託費（感染リスク低減に配慮してバス台数や宿泊部屋数を増
やして実施する場合の増加経費等）
③　バス経費助成 1,207,683千円、宿泊施設経費助成 270,126千円、
事業運営経費(人件費（任期の定めの無い常勤職員の給料分を除
く）、事務費、諸経費等) 104,402千円
④　道内外の学校が、北海道内において、感染リスク低減に配慮し
てバス台数や宿泊部屋数を増やして実施する教育旅行

R4.4月 R5.3月 1,582,211 1,199,981 1,199,981
2,129件の教育旅行
の実施に対して支援
を実施。

感染リスクを低減し
た教育旅行の実施
を支援することによ
り、感染拡大防止に
寄与した。

経済部
観光振興課

60 単
地域の魅力を
活かした観光地
づくり推進事業

①　地域の観光協会等が実施するコロナを踏まえた新たな商品づく
り等の取組を支援し、地域経済の活性化を図る
②③　負担金（観光協会、観光協会が主体となった協議会等が行う
先進地視察、セミナー等開催、新たな観光商品の開発、プロモーショ
ン、地域でのワーケーション推進の補助 212,000千円、アドバイザー
の派遣10,608千円、モデルルートの検証8,476千円、説明会等開催
3,181千円,地域ＤＭＯのためのアドバイザーを派遣4,997千円）
（ふるさと寄付金：3,748千円充当）
④　(公社)北海道観光振興機構

R4.4月 R5.3月 239,262 223,819 167,250
91件の事業に対して
支援を実施。

事業の実施により、
地域における観光地
づくりの推進に寄与
した。

経済部
観光振興課

61 単
北海道教育旅
行活性化事業

①　教育旅行関係者に対するプロモーション等を実施し、コロナ禍で
も安定的な需要が見込まれる教育旅行の北海道への誘致を図る
②③　負担金（体験・学習メニューの開発支援744千円、セミナーの開
催、冊子作成、学校・旅行会社への訪問セールスによるＰＲ14,637千
円、教育旅行関係者招聘によるモデルルートの現地視察7,859千円
）
④　(公社)北海道観光振興機構

R4.4月 R5.3月 23,240 21,335 21,335

自治体、受入事業者
等を対象としたオン
ライン説明会を実
施。

コロナ禍においても
継続的にセールスを
実施したことにより、
将来的な誘致に寄
与した。

経済部
観光振興課



62 単

ポストコロナへ
向けた安全・安
心な観光の情
報発信事業

①　コロナ禍における感染症対策情報等を一元的にリアルタイムで
提供するツールを構築し、インバウンド客をはじめ誰もが安全安心に
滞在できる観光地づくりを推進する。
②　負担金（システム構築運営・コンテンツデータ整備）
③　システム構築見積・データ整備人件費（任期の定めの無い常勤
職員の給料分を除く）等一式39,356千円
④　(公社)北海道観光振興機構

R4.4月 R5.3月 39,356 38,995 38,995
AIチャットボットを作
成し、公開した。

「安全・安心情報」
を、インターネット上
でワンストップ、リア
ルタイムで提供する
AIチャットボットを構
築することにより、安
全・安心・快適に移
動、滞在できる観光
地づくりを推進した。

経済部
観光振興課

63 単
観光人材確保・
育成事業

①　観光関係事業者への支援による観光人材の確保・定着及び実
践的な研修の実施による観光人材の育成を図り、ポストコロナ期を
見据えた北海道観光の受入体制整備の推進を図る
【観光人材確保支援】
②　委託料（人材確保事例の調査経費、各種セミナー開催経費）
③　委託料 23,647千円（UIJターンセミナー 1,146千円、人材確保事
例の調査 5,573千円、事業者向けセミナーの開催等16,928千円）
④　北海道
【観光人材育成】
②③　負担金30,853千円（外国語ガイド育成研修 11,239千円、外国
人観光客受入研修 19,614円）
④　(公社)北海道観光振興機構

R4.4月 R5.3月 54,500 52,618 52,618

観光関連事業の人
事担当者や従業員
を対象とした人材確
保・育成のセミナー
を実施するとともに、
通訳案内士等を対
象とした外国語ガイ
ド育成のセミナーや
模擬バスツアー研修
等を実施した。

事業の実施により、
観光人材の育成を
図り、ポストコロナ期
を見据えた北海道観
光の受入体制整備
の推進に寄与した。

経済部
観光振興課

64 単
宿泊施設を核と
した滞在型観光
推進事業

①　コロナ禍で成功している事例などを共有することで民泊施設を支
援する。
②　委託費（セミナー3回開催）
③　委託費(セミナー会場借り上げ・講師謝金等 2,240千円)
④　民泊事業者、民泊参入意向者、自治体、観光協会等

R4.7月 R5.2月 2,240 2,119 2,119
道内３カ所において
北海道ふれあい民
泊セミナーを開催。

民泊を活用した滞在
型観光の推進に寄
与

経済部
観光振興課

65 単
アドベンチャート
ラベル推進事
業

①　新型コロナウイルス感染症対策として、密にならない観光形態で
あるATを、道を代表するツーリズムの１つとするため、人材育成や戦
略的な市場開拓等の取組を実施
②③　負担金56,888千円、委託料25,055千円
④　北海道観光振興機構及びプロポーザル審査会で選定された事
業者

R4.4月 R5.3月 81,943 76,531 76,531

・旅行博(ATWS2022)
出展
・動画16本を制作、
北米欧州向けプロ
モーションを実施し、
合計で20万回以上
再生
・国内連携商品造成
5本
・ATポータルサイト
の整備
・ATｶﾞｲﾄﾞ制度設計
等

新型コロナウイルス
感染症対策として、
密にならない観光形
態であるATを、道を
代表するツーリズム
の１つとするため、
人材育成や戦略的
な市場開拓等の取
組を推進した。

経済部
観光振興課

66 単

誘客促進・需要
喚起による北海
道観光再興事
業

①　新型コロナウイルスの影響により落ち込んだ北海道観光の再興
を図るため、プロモーションを実施
②③　負担金（国内誘客：各種情報発信 57,753千円、道外プロモー
ション 134,084千円、旅行商品造成支援 35,000千円、海外誘客：パン
フ、ノベルティ、Webサイト等のコンテンツ作成 28,643千円、デジタル
メディア等を用いたプロモーション 121,567千円）
④　（公社）北海道観光振興機構

R4.4月 R5.3月 377,047 372,120 372,120

Web・SNSを活用した
情報発信や観光ア
プリ開発のほか、旅
行会社やメディア招
聘等を実施。

行動制限、水際対策
緩和後、各種誘客プ
ロモーション実施に
より、旅行需要の回
復に寄与した。

経済部
観光振興課

67 単
欧米人任用に
よるインバウン
ド強化事業

①　新型コロナウイルス収束後のインバウンドの回復に向けて、北海
道観光振興機構に欧米人を雇用し、欧米への情報発信など誘客体
制を強化する。
②　報酬等、負担金
③　報酬等（７か月分 2,798千円）、負担金（92千円）
④　欧米人雇用者

R4.4月 R5.3月 2,890 2,854 2,854

道のインバウンド事
業の効果的な実施
に向けての助言・協
力、ＳＮＳ等を通じた
情報発信等を実施。

インバウンド事業の
実施に対し的確な助
言や効果的な情報
発信により、欧米を
対象とした誘客事業
の強化に寄与した。

経済部
観光振興課

68 単
道産食品販路
確保対策事業

①　コロナ禍における巣ごもり需要等を踏まえ、消費者ニーズに応じ
た販路拡大を図るため、全国の小売店や通信販売と連携し、持続的
な道産食品の販路確保に取り組む
②　全国のスーパー、デパ地下等における道産品特設コーナーの設
置・PR、通販カタログにおける道産食品特設ページの設置
③　委託料111,468千円（人件費20,096千円、広告宣伝費12,025千
円、什器使用料40,000千円、通販掲載料20,000千円、諸経費・消費
税19,347千円）、職員旅費1,953千円
④　全国のスーパー、デパ地下等の小売店、通販カタログ事業者

R4.4月 R5.3月 113,421 113,402 113,402

・三大都市圏等の高
級スーパーや百貨
店等で道産食品フェ
アを実施（延べ932店
舗、売上8億6,712万
円）
・北海道どさんこプラ
ザや百貨店等の通
販カタログで道産食
品の販売を実施（５
媒体、1,809万円）

・主要な市場の大手
小売店や通販カタロ
グにおいて道産食品
の販路を確保でき
た。特に、事業実施
後も381品目の道産
食品が継続的に取
引された。

経済部食関
連産業局食
産業振興課

69 単

地域絶品・食の
デジタルマーケ
ティング人材育
成事業

①　ウィズコロナ･ポストコロナの消費ニーズを的確に読み取り、新た
なＤＸ時代に変化･対応した地域の絶品を生み出し、北海道の食関連
産業を牽引する食のデジタルマーケティング人材を育成
②　地元企業と連携したＥＣ向け商品開発等を推進するための地域
ワークショップ開催に係る経費
③　講師謝金1,248千円、講師旅費1,275千円、職員旅費303千円、消
耗品費24千円、会場使用料360千円
④　道内食関連事業者

R4.11月 R5.2月 3,210 1,336 1,336
・地元企業と連携し
た地域ワークショップ
を16回開催。

・ワークショップの開
催により、EC向け商
品の開発に向けた
地域内の連携を強
化することができた。

経済部食関
連産業局食
産業振興課

70 単
成長市場向け
マーケティング
支援事業

①　コロナ禍等のリスク時にも安定した消費が見込めるスーパーやＥ
Ｃなど新たな成長市場をターゲットとした訴求力の高い商品開発等を
行うため、相談会や商談会等により道産食品の高付加価値化と磨き
上げを行う
②　ＥＣサイト等の新たな販路に向けたオンライン商談会開催に係る
経費
③　講師謝金598千円、会場使用料742千円
④　道内食関連事業者

R4.7月 R5.3月 1,340 896 896

・成長市場等のバイ
ヤーと道内食関連事
業者によるオンライ
ン商談会を2回開
催。

・商談会の開催によ
り、道産食品のECサ
イト等への販路拡大
に寄与できた。

経済部食関
連産業局食
産業振興課

71 単

中小・小規模企
業経営安定化
対策専門家派
遣事業

①　新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けている中小・
小規模事業者を対象に、各事業者の課題に応じた専門家を無料で
派遣し、オーダーメイド型の助言・指導を実施
②　委託料（事業者からの相談内容に応じ専門家（中小企業診断
士、税理士、社会保険労務士など）を派遣（1,050社×２回））
③　事務局運営費27,600千円、専門家謝金88,200千円、専門家旅費
4,162千円、事務費・消耗品費等26,433千円
④　新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けている道内
の中小・小規模事業者

R4.4月 R5.3月 146,395 142,719 142,719
・1,233者から相談を
受け、延べ2,018回
専門家を派遣

・専門家の派遣を受
けた事業者におい
て、補助金等の各種
支援を受けられた、
経営課題が明確に
なった、課題解決の
方向性が見えた等
の成果が認められ、
事業活動の維持・継
続につながった。

経済部
中小企業課



72 単

水産加工関連
事業者向け伴
走型集中支援
対策事業

①　コロナ禍の長期化や不良による影響などで、厳しい状況にある
水産加工関連事業者の経営基盤の強化や生産性向上を図るために
専門家を派遣し伴走型の集中支援を実施
②　委託費（専門家派遣に係る謝金・旅費、事務局運営費、諸経費）
③　事務局運営費 16,716千円、専門家謝金35,280千円、専門家旅費
7,812千円、事務費・消耗品費等11,321千円
④　道内中小・小規模事業者（水産加工関連事業者）

R4.4月 R5.3月 71,129 66,865 66,865

・126事業者に対し、
延べ979回の支援を
実施。このうち64事
業者に対し、延べ
404回専門家を派
遣。

・相談対応や専門家
の派遣により、事業
者の生産性向上や
経営基盤の強化に
つながった。

経済部
中小企業課

73 単
地域企業デジタ
ル技術活用支
援事業

①　道内経済のコロナ禍からの回復を図るため、中小企業が行うEC
市場でのデジタル技術を活用した商品販売や情報発信等の支援を
実施
②　委託費（相談対応、セミナー・相談会開催、専門家派遣、特設EC
サイト運営）
③　事務局運営費16,560千円、テナント・通信費等7,500千円、広告
費3,500千円、セミナー等運営費4,776千円、伴走型支援運営費2,760
千円、専門家謝金23,520千円、サイト運営費1,592千円、専門家旅費
6,624千円、事務費・消耗品費等21,417千円
④　中小企業、団体等

R4.6月 R5.3月 88,249 85,372 85,372

・相談窓口を設置
し、205件の相談対
応。出張セミナー・個
別相談会を3回開
催。延べ155回の専
門家派遣を実施。特
設ECサイトでの販売
支援を18社に実施。

・相談対応や専門家
派遣、ECサイト販売
支援等により事業者
のデジタル技術を活
用した経営課題の解
決が図られた。

経済部
中小企業課

74 単
地域課題解決
型起業支援事
業費

①　地域課題の解決に取り組む起業者の事業に必要な資金調達
や、起業計画策定、事業や経営ノウハウ習得の支援などを行い、起
業に要する費用の一部を補助する
本事業は、地方創生推進交付金（1/2）を活用し実施するものである
が、採択予定40件のうち１件について、コロナ感染症へ対応した起業
者に対する支援として本交付金を充当する
②　起業支援金並びに事業者選定費用及び伴走支援費用
③　起業支援金１件*1,300千円、事業者選定費用１件*31千円、伴走
支援費用１件*163千円
④　道内全域における起業支援事業を最も効率的かつ適切に遂行
する能力を有する者

R4.6月 R5.3月 1,494 1,494 1,494

・起業支援金、事業
者選定費用及び伴
走支援費用として、
1,494千円を補助。

・ウィズコロナを見据
えた事業に取り組む
起業者への支援金
交付により、コロナ
禍の影響を受けた地
域経済の活性化に
寄与できた。

経済部
中小企業課

75 単
地域事業者連
携型販売促進
等支援事業

①　地域の商工団体等や広域で活動する協同組合等が感染防止対
策の徹底を条件に実施する、ポストコロナに向けた新たな事業展開
や販売促進活動等の取組に対して支援
②　販売促進等に係る経費、事務費
③　地域商工団体約179件×1,000千円(上限)（補助率3/4以内）、広
域活動団体約25件×2,000千円(上限)（補助率3/4以内）、事務費200
千円
④　商店街、商工会・商工会議所等を中心とした団体等(小売店、飲
食店等を構成団体としたグループを想定)

R4.4月 R5.3月 229,200 89,501 89,501

・114団体に対し、感
染予防対策や販売
促進活動に必要な
経費を89,501千円補
助。

・商店街振興組合等
が実施する感染予
防対策や感染拡大
防止に配慮した販売
促進活動や新たな
事業展開の取組を
支援することで、道
の感染抑制と地域経
済活性化の促進を
図ることができた。

経済部
中小企業課

76 単

ＳＤＧｓなど世界
共通課題の解
決に取り組む海
外展開企業支
援事業

①　道と札幌市が連携し、現地関係機関や企業等とのネットワークを
活用し、ＳＤＧｓ等関連分野（ゼロカーボン・ＤＸ等）の道内企業が有す
る技術やサービス等のコロナ禍において困難となっている海外展開
を支援する
②　負担金
③　オンラインプロモーション、マッチング商談支援にかかる経費
④　海外展開を検討する道内企業

R4.7月 R5.3月 5,300 5,060 5,060

ＡＳＥＡＮ、中国市場
をターゲットに、道内
企業が有する技術
やノウハウを伝える
ＰＲ動画を作成し、オ
ンライン商談を実施
した。

ＰＲ動画等を活用し
てオンライン商談を
実施し、全商談数の
半数以上が、成約に
向けた情報共有や
意見交換を引き続き
実施する継続商談と
なり、コロナ禍で悪
影響を受けた地域経
済の活性化に寄与
できた。

経済部・
国際経済課

77 単

リベンジ消費拡
大に向けた海
外販路構築事
業

①　コロナ感染拡大により落ち込んだ道産品の消費拡大に向けて、
本道人気が高いASEANや台湾、香港を対象に、札幌市と連携し、
ジェトロや金融機関等の海外ネットワークを活用しながら、食を中心
とする道産品に関する商談や民間主催のフェアと連携した販売支援
を行うとともに、有望な新規ターゲット市場・分野の開拓に向け、グ
ローバル展開するEC運営事業者等と連携しマーケティングを行う
②　負担金
③　輸出展開手法検討ワークショップ、EC市場の分析、現地民間事
業者主催の取組支援、現地バイヤーとの商談支援、対象市場バイ
ヤー向けPRにかかる経費
④　海外展開を検討する道内企業

R4.7月 R5.3月 12,000 11,789 11,789

アジア・ＡＳＥＡＮ諸
国をターゲットに、海
外バイヤーとのオン
ライン商談や、輸出
力強化のためのセミ
ナーを実施。また、Ｅ
Ｃ市場展開マニュア
ルを作成した。

道内企業の海外市
場に関する理解促進
やマーケティング力
向上に繋がった。ま
た、オンライン商談
により、新たな取引
成約に繋がり、道産
品の輸出拡大に寄
与することができた。

経済部・
国際経済課

78 単

地域課題解決
に向けた海外
からの投資促
進事業

①　本道の優位性を活かせる産業やポストコロナに成長が期待され
る分野における海外からの投資を促進する
②　委託料、旅費、需用費、役務費、使用料、交際費
③　委託料18,123千円、通信費・消耗品等210千円、プロモーション
3,989千円
④　道内企業、自治体

R4.4月 R5.3月 22,322 18,600 18,600

海外からの投資誘
致のため、海外企業
等の招へいや面談
（オンライン含む）等
による投資環境PR
等を実施した。

ポストコロナに成長
が期待される分野に
おける投資促進を図
ることにより、コロナ
禍で悪影響を受けた
地域経済の活性化
に寄与できた。

経済部国際
経済課

79 単
地方分散型オ
フィス誘致推進
事業

①　ポストコロナに向け、地方への拠点分散の機運が高まっている
首都圏等企業に対し、道内へのサテライトオフィスの設置や本社機
能の移転促進などの誘致活動を展開する
②　展示会・フォーラム関連経費、トップセールス関連旅費、企業招
聘関連経費
③　展示会3,960千円、フォーラム3,782千円、トップセールス817千
円、現地視察2,381千円
④　首都圏等企業

R4.4月 R5.3月 10,940 8,693 8,693

・テレワーク関連展
示会に出展
・本社機能移転等の
地方展開を検討する
企業を対象とした
フォーラムをオンライ
ンで開催。

コロナ禍により拠点
のリスク分散を検討
する首都圏企業に対
し、フォーラムの開
催やテレワーク関連
展示会への出展に
より、広くPRでき、誘
致に繋がった。

経済部
産業振興課

80 単
次世代自動車
部品等参入促
進事業

①　電気自動車等の次世代自動車への転換が進む中、コロナ禍で
厳しい状況にある道内自動車部品メーカー等に対して、次世代自動
車部品等の開発・生産への参入に向けた支援を行う
②　委託料、事務費
③　次世代自動車部品・技術に関する専門講座　５回4,140千円（委
託料）、事務費108千円（需要費、役務費）
④　道内ものづくり企業

R4.4月 R5.3月 4,248 3,000 3,000

・道内ものづくり企業
における次世代自動
車関連部品等に関
するニーズ調査
・次世代自動車関連
部品等に関する専門
講座の開催
・道外自動車関連出
展商談会の状況調
査

アンケートやヒアリン
グにより次世代自動
車関連部品等への
参入に対しての課題
の把握と、専門講座
の実施により、道内
ものづくり企業の人
材育成が図られた。

経済部
産業振興課

81 単
就業支援体制
整備事業

①　新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀なくされた
方々の再就職を支援
②　北海道就業支援センター（ジョブカフェ北海道）のカウンセラーを
３名増員し、Web等を活用した相談体制を拡充
③　カウンセラー（会計年度任用職員）人件費11,940千円、事務費
462千円
④　再就職希望者

12,402

R4.4月 R5.3月 20,592 14,448

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ件数
：5,737人
ｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ利用者
数：1,771人

きめ細かなｶｳﾝｾﾘﾝ
ｸﾞやｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ等
を通じ、新型コロナ
ウイルス感染症の影
響により離職を余儀
なくされた労働者等
の再就職を支援でき
た。

経済部労働
政策局雇用
労政課



82 補
地域就職氷河
期世代支援加
速化交付金

(就職氷河期世代正社員就職促進事業)
①　新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀なくされた
方々の再就職を支援
②　北海道就業支援センター（ジョブカフェ北海道）のカウンセラーに
おいて就職氷河期世代担当を２名配置し、Web等を活用した相談体
制を拡充
③　カウンセラー（会計年度任用職員）人件費7,960千円、事務費232
千円（地域就職氷河期世代支援加速化交付金の地方負担分に充
当）
④　再就職希望者

8,192

83 単
子育て世代働き
方改革推進事
業

①　新型コロナウイルス感染症の影響により、働き方改革がより一層
求められる中、企業等が行う研修支援やフォーラムの開催等により、
男性の育休取得等の働き方改革を促進
②　研修への講師派遣（報償費、需用費ほか）、フォーラム開催（報
償費、使用料ほか）、個別企業への育休取得勧奨（使用料ほか）
③　研修への講師派遣2,280千円、フォーラム開催845千円、個別企
業への育休取得勧奨1,875千円
④　道内企業

R4.4月 R5.3月 5,000 1,333 1,333

・男性育休の取得促
進に係る全国フォー
ラムを２日間に渡り
開催。会場参加、オ
ンライン参加合わせ
て、のべ552名が参
加。
・研修への講師派遣
について11回派遣。
・個別企業への育休
取得勧奨については
６社に対し実施。

・フォーラムの開催な
どにより、新型コロナ
ウイルス感染症の影
響を受けた企業にお
ける男性育休の取
得促進をはじめとす
る働き方改革の推進
を図ることができた。

経済部雇用
労政課

84 単
海外人材確保
緊急支援モデ
ル事業費

①　外国人技能実習生等が新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、入国後に要請される14日間の待機に際して受入企業が負担する
経費を支援
②・「技能実習」、「特定技能」等の資格により入国した外国人の宿泊
費支援
・事業周知、Webページの作成・管理、受付（委託）
・審査等事務
③宿泊費844,500千円（１0千円×15日間×5,630人）、事業周知費
39,410千円、事務費8,259千円
④　道内企業

R4.4月 R5.3月 892,169 148,547 148,547

外国人材を雇用しよ
うとする道内事業所
895社に対し支援を
行った。

国の水際対策によ
り、道内事業所が負
担する掛かり増し経
費を支援すること
で、道内事業所が外
国人材を確保するこ
とができた。

経済部
産業人材課

85 単
異業種チャレン
ジ奨励事業

①　・コロナ禍による離職者が、人手不足が深刻な業種に異業種から
転職した場合に、就職者に支援金を支給することで、労働移動を促
進するとともに、令和3年度までに奨励金を支給した企業に調査員を
派遣し、転職好事例や定着のポイントをまとめ、民間サイト等での情
報発信やセミナーを通して普及させる
・異業種への転職は、過去の統計や市場に詳しい専門家の意見等を
踏まえても、容易ではないため、就職者にインセンティブを設けること
で、効果的な人手不足企業の人材確保やコロナ離職者の雇用創出
を促進するもの
②　チャレンジ奨励金（求職者向け）、調査員派遣、事業周知、Web
ページの作成・管理、受付、審査等事務
③　奨励金109,350千円、事業周知費64,149千円、事務費7,560千円
④　対象業種に就職した者及び関連の道内企業

R4.4月 R5.3月 181,059 79,519 79,519

コロナ禍で離職した
117人に対し、人手
不足業種への就業
を支援した。

コロナ禍で離職した
求職者の人手不足
業種への就職を後
押しすることができ
た。

経済部
産業人材課

86 単
野菜価格安定
資金造成事業
費補助金

①　野菜の生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、新
型コロナウイルスの影響による外食等の需要減少による野菜価格の
著しい低落に伴う生産者への補給金交付のための資金追加を行う
②　野菜価格が著しく低下した場合に、補給金を交付するための資
金造成
③　契約指定野菜安定供給事業 2,286千円、特定野菜供給産地育
成価格差補給事業 9,338千円
④　（公社）北海道農産基金協会

R4.4月 R5.3月 11,624 11,624 11,624

外食店の休業等に
よる需要減により、
野菜の市場価格が
低下したため発動さ
れる補填金のための
資金を造成。

造成した資金を市場
価格が一定基準を
下回った野菜の差額
補填に充てることに
より安定的な生産出
荷を推進した。

農政部
生産振興局
農産振興課

87 単
米どころ・酒どこ
ろ振興事業費

①　道産日本酒のブランド確立及び認知度の向上、コロナ禍の需要
喚起
②　試飲等のプロモーションやWebでの情報発信に係る委託料
③　試飲等プロモーション4,607千円、Web情報発信270千円
④　北海道

R4.6月 R5.3月 4,877 4,877 4,877

・道産日本酒のブラ
ンド確立及び認知度
向上による需要喚起
を図るため、-北海
道米でつくる-日本
酒アワード2022を開
催。

一般消費者を対象と
した日本酒コンテス
トの開催により、道
産酒の消費拡大が
図られ、道産酒米の
作付面積も回復基
調となった。

農政部
生産振興局
農産振興課

88 単
ＩＣＴ活用種馬鈴
しょ生産実証事
業費

①　ICTを活用し労働時間を削減することにより、コロナ禍の需要減
により減少した馬鈴しょの作付面積の維持や生産者確保を図る
②　実証事業に係る委託料、検討会（直営）費用
③　実証事業16,900千円、検討会630千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 17,530 16,109 16,109

・ドローン及びＡＩ画
像認識を活用した異
常株の判定技術の
実証試験及び検討
会を実施

ICTを活用することに
より、種馬鈴しょの労
働時間の削減手法
の検討を進めること
ができた。

農政部
生産振興局
農産振興課

89 単
道産新顔作物
振興事業費

①　新型コロナウイルスの影響による飲食店の売上が低迷している
ことから、飲食業と連携を図り、近年、道内で栽培が拡大し、今後新
たな戦略作物の可能性のある北海道の「新顔作物」の道内外に広く
PRすることで、需要拡大、取組産地の拡大を推進
②　先進事例紹介のための取組事例調査、需要拡大のため生産
者、飲食店の交流の場設定
③　事例調査1,569千円、需要拡大8,001千円
④　生産者、飲食店

R4.4月 R5.3月 9,570 7,926 7,926

・取組事例調査を実
施し、事例集を作成
・需要拡大のための
催事販売、飲食店で
の新顔作物を使用し
たフェアの開催

道内における新顔作
物の作付面積増加
のほか、実需者・消
費者の認知度向上
や需要拡大に寄与し
た。

農政部
生産振興局
農産振興課

90 単
道産農畜産物
輸出拡大加速
化事業費

①　コロナ禍の家庭食需要に対応した輸出拡大の取組
②　農畜産物PR動画作成、料理教室での調理指導、フェア開催
③　3ヶ国（香港、台湾、シンガポール）×3,026千円、事務費等1,906
千円
④　北海道

R4.6月 R5.3月 10,984 10,984 10,984

ＰＲ動画を作成し、
スーパー等で放映す
るとともに、料理教
室等と連携し、食べ
方とともに道産の青
果物等の販売プロ
モーション等を実施
した。

家庭での消費を普及
啓発するとともに、道
産の青果物等の認
知度向上に寄与し
た。

農政部食の
安全推進局
食品政策課

91 単
オーガニック農
業普及・販路拡
大推進事業費

①　新型コロナウイルス感染症の影響による有機農産物の直売所の
売上減少に対応した理解醸成及び販路拡大の取組。
②　体験型ｵｰｶﾞﾆｯｸｱｶﾃﾞﾐｰ、販売会、ネット販売講座
③　ｱｶﾃﾞﾐｰ1,930千円、販売会1,116千円、ﾈｯﾄ販売講座175千円
④　北海道

R4.4月 R5.3月 3,221 525 525

有機農産物の理解
促進消費拡大のた
め有機農産物使用
のランチメニューを
提供。消費者向け有
機農産物加工体験
教室、学習会を実
施。有機農業フェア
による販売会を開
催。

消費者の有機農産
物への理解が深ま
り、消費拡大を図る
ことができた。

農政部食の
安全推進局
食品政策課

R4.4月 R5.3月 20,592 14,448

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ件数
：5,737人
ｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ利用者
数：1,771人

きめ細かなｶｳﾝｾﾘﾝ
ｸﾞやｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ等
を通じ、新型コロナ
ウイルス感染症の影
響により離職を余儀
なくされた労働者等
の再就職を支援でき
た。

経済部労働
政策局雇用
労政課



92 単

漁業振興資金
利子補給金、漁
協経営緊急支
援資金利子補
給金

①　コロナ禍による影響を受け、悪化している沿岸漁業者及び漁協
の経営の維持安定向上を図る
②　漁業経営資金、漁協の運転資金
③　・漁業者への補助金26,000千円 (融資枠20億円×1.3％（利子補
給率）)
・漁協への補助金140,000千円 (融資枠140億円×1.0％（利子補給
率）)
④　北海道信用漁業協同組合連合会

R4.4月 R5.3月 166,000 149,713 149,713

新型コロナウイルス
対策として運転資金
等の借入を行った漁
協及び漁業者分の
支援として、計
149,713千円の利子
補給金を補給

新型コロナウイルス
の影響により資金繰
りが悪化した漁協及
び漁業者に借入の
利子分を補給するこ
とで資金繰りを支
援、漁協の経営安定
化及び漁業者の負
担軽減が図られた。

水産林務部
水産経営課

93 単
道産水産物の
持続的活用促
進事業

①　コロナ禍の影響を受けて消費が低迷している道産水産物につい
て、新たな生活スタイルに対応した持続的な消費の拡大を図る
②　需要喚起に向けた広告宣伝費、フェア開催費等（事業者が負担
すべき費用を支援）
③　フェア実施委託料及びレシピ等作成費用21,466千円、補助金
40,000千円（道内外における消費喚起に向け、北海道漁業協同組合
連合会が実施する販売促進への支援（インターネット広告などの事
業費80,000千円×補助率1/2））、水産エコラベル認証推進に係る
リーフレットの作成・配布2,000千円
④　北海道、北海道漁業協同組合連合会

R4.4月 R5.3月 63,466 53,796 53,796

・家庭向け調理レシ
ピの作成及び配布
・水産エコラベル水
産物の販売促進
（TVCM等）
・水産エコラベルリー
フレットの作成及び
配布
・ブリ、マイワシ、ニ
シンフェアの実施（道
内の各飲食店等）

・促進事業の実施及
び水産エコラベルの
パンフレット配布によ
り、道産水産物の高
まりや認知度の向上
が図られた。
・フェア開催により、
道産水産物の消費
拡大に寄与できた。

水産林務部
水産経営課

94 単
道産水産物魚
食普及推進事
業

①　道産水産物の学校等給食への導入や多様な魚食形態の創出を
図ることにより、コロナウイルス感染症の影響によって減少を続ける
道産水産物の消費を回復を図る
②　製品開発や魚食機会増加に向けたPR、講習会実施等の費用
（事業者が負担すべき費用を支援）
③　補助金4,300千円（うち魚食習慣の定着促進：1,300千円、道産水
産物の普及促進：3,000千円）、旅費・需用費等200千円
④　北海道、生産者、生産者団体、加工者団体、調理師団体

R4.4月 R5.3月 4,500 3,011 3,011

・魚食普及と魚食習
慣の定着に向けた
取組に対し、計７件
の補助を実施

・学校給食への導入
や販売促進等の取
組により、魚食習慣
の定着促進や多様
な魚食形態の創出
が図られた。

水産林務部
水産経営課

95 単
道産水産物輸
出拡大推進事
業費

①　コロナ禍により減少した水産物の輸出について、回復・拡大さ
せ、漁業経営の安定に繋げる
②　高付加価値製品のPR（事業者が負担すべき費用を支援）
③　PR委託料16,000千円
④　委託先（民間企業）

R4.4月 R5.3月 16,000 15,974 15,974

・アメリカでの需要が
期待されるカレイ類
について、現地ニー
ズにマッチした加工
品を開発した。
・上海及び香港にお
いて、コロナ禍により
変化した現地需要に
対応した道産水産物
（内食、中食向け加
工品）のBtoB商談会
を開催した。

・米国流通加工業者
及び量販店における
ヒアリングに基づき、
ベトナム加工の黒が
れい半製品（フリッ
ター、バジル焼き）加
工し、コロナ禍で落
ち込んだ水産物の輸
出回復に資する製品
開発ができた。
・上海及び香港での
商談会において、現
地バイヤー延べ22社
と道内事業者延べ12
社とのマッチングを
行い、ほたてバター
醤油やさば味噌煮な
どの商流開拓に寄
与することができた。

水産林務部
水産経営課

96 単
農林漁業新規
就業安心サ
ポート事業

①　コロナ禍において働き方・暮らし方が多様化する中で、移住希望
者等を農林漁業の新たな担い手として確保する
②　オンラインセミナー、就業×移住プロモーション等の普及PR、就
業体験の実施
③　委託料12,515千円　事務費493千円（旅費、需用費）
④　委託先（民間企業）

R4.4月 R5.3月 13,008 12,276 12,276

・オンラインセミナー
を３回開催、計41名
が参加。
・就業体験を10地域
で開催、計20名が参
加。
・各産業のプロモー
ション動画を制作、
道HP等で公開。

オンラインセミナーに
は、首都圏などから
幅広い関心層が参
加。
就業体験の実施に
より、一次産業への
就業に一定の効果。

水産林務部
水産経営課

97 単
全国漁港漁場
大会開催関連
経費

①　全国漁港漁場大会を開催するにあたり、新型コロナ対策感染拡
大防止のために必要となる経費を補助する
②　コロナ対策に係る諸費（消耗品費、サーモグラフィ機器レンタル
料等）
③　大会補助金1,182千円
④　大会運営者（実行委員会）

R4.5月 R6.1月 1,182 4,604 865

新型コロナ感染症拡
大防止のために必
要となる経費を大会
運営者に補助

補助を受けた大会運
営者による十分な対
策の結果、大会中に
おける新型コロナ感
染症の拡大を防止
することができた。

水産林務部
漁港漁村課

98 補
文化芸術振興
費補助金

（社会教育施設感染症対策事業費）
①　社会教育施設における新型コロナウイルス感染症対策のために
必要な衛生用品の整備に要する経費
②　消毒液、マスク、使い捨て手袋等の調達に要する経費
③　消毒液:2円×職員･来館者数×開館日数、マスク:30円×職員数
×開館日数、手袋:9円×職員数×開館日数
④　道立美術館

R4.4月 R5.3月 1,204 578 578

消毒液、マスク及び
ビニール手袋等を購
入することにより、新
型コロナウイルス感
染症の拡大防止を
するための環境を整
備した。

展覧会や教育普及
事業等について、安
心して実施できる環
境を整備することが
できた。

文化財・博
物館課

R4.4月 R5.3月 486 486

消毒液、マスク及び
ビニール手袋等を購
入することにより、新
型コロナウイルス感
染症の拡大防止を
するための環境を整
備した。

展覧会や教育普及
事業等について、安
心して実施できる環
境を整備することが
できた。

文化財・博
物館課

R4.4月 R5.3月 2,525 2,525
感染症拡大防止に
要する消毒液等衛
生用品を購入。

十分な量の衛生用
品を確保・配置する
ことにより、感染症拡
大防止に大きな効果
があった。

教育庁社会
教育課

100 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

（特別支援学校スクールバス感染症対策支援事業）
①　新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低減するため、スクー
ルバスの増分により、車内の密集状態を緩和し、児童生徒の安全な
通学環境を整備
②　スクールバスの増便
③　小型バス：89,555千円（12校12台）
④　特別支援学校12校

R4.4月 R5.3月 89,555 89,555 44,778

バス車内の過密状
態を緩和し、感染リ
スクを低減するた
め、スクールバスの
増便を実施。

児童生徒が隣り合っ
て座る状況を回避す
ることで、感染リスク
の低減が図られた。

教育庁特別
支援教育課

99 単
社会教育施設
感染症対策事
業

①　社会教育施設における新型コロナウイルス感染症対策のために
必要な衛生用品の整備に要する経費
②　消毒液、マスク、使い捨て手袋等の調達に要する経費
③　消毒液:2円×職員･来館者数×開館日数、マスク:30円×職員数
×開館日数、手袋:9円×職員数×開館日数、消毒液(図書用):2.6円
×年間貸出冊数、ペーパータオル(図書用):1.3円×1日当たりの来館
者数の半数×開館日数
④　道立図書館、博物館、青少年体験活動施設

3,011



101 単
スクール・サ
ポート・スタッフ
配置事業

①　新型コロナウイルス感染症対策に取り組みながら、教員が子ども
たちの学びの保障のために注力できる体制を整備するため、教員の
業務支援を行う「スクール・サポート・スタッフ」を配置し、業務負担軽
減を図る
②　スクール・サポート・スタッフの任用に係る報酬、職員手当、共済
費、費用弁償旅費
③　報酬：817,907千円（861人分）、職員手当：173,238千円（同上）、
共済費：43,281千円（同上）、費用弁償旅費：43,377千円（同上）
④　公立（札幌市立を除く）の小学校、中学校、義務教育学校、中等
教育学校、特別支援学校（高等部単置校除く）

R4.4月 R5.3月 1,077,803 760,977 760,977

（スクール・サポート・
スタッフ）

学校における感染症
対策のため、976校
に1,238名のスクー
ル・サポート・スタッフ
を配置した。

校内の換気・消毒作
業、児童生徒の健康
観察の取りまとめ、
学習プリント等の印
刷・配布準備などを
行い、コロナ禍にお
ける教員業務の負
担軽減を図ることが
できた。

教育庁教職
員課

102 単
学習指導員配
置事業

①　新型コロナウイルス感染症対策として実施する少人数指導や家
庭学習の準備・チェックなど、教員の指導の補助を行う「学習指導員」
を配置
②　学習指導員の任用に係る報酬、共済費、費用弁償旅費
③　報酬：631,029千円（1,062人分）、共済費：2,840千円（同上）、費用
弁償旅費：78,775千円（同上）
④　小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、高等学校、特
別支援学校

R4.4月 R5.3月 712,644 527,113 527,113

（学習指導員配置事
業）

感染症対策のため、
1,034校に1,194名の
学習指導員を配置し
た。

・TT指導・習熟度別
学習を行う教員のサ
ポートや提出物の確
認・採点などを行い、
コロナ禍における教
員の負担軽減となっ
た。

教育庁義務
教育課

103 単
高校生防災教
育推進事業

①　コロナ禍において学校が避難所になった際の地域との連携体制
の構築、防災意識の向上及び系統的な防災教育の推進
②　１日防災学校、高校生防災サミット運営等に係る経費
③　報償費1,570千円、旅費1,712千円、需用費1,161千円、役務費
218千円、使用料294千円
④　道立学校、地域住民、関係機関

R4.4月 R5.3月 4,955 4,828 4,828

コロナ禍における地
域と連携した学校安
全体制の構築や生
徒の防災意識の向
上に向け１日防災学
校及び高校生防災
サミットを実施した。

ゲーム形式で避難
所運営について学ぶ
ことができる北海道
版「Doはぐ」の体験
活動やコロナ禍にお
ける災害時の対応を
取り入れるなどの１
日防災学校及びコロ
ナ禍の防災・減災に
関する提言を行う、
高校生防災サミット
を通じて、コロナ禍
の高校生の防災意
識の向上が図られ
た。

教育庁生徒
指導・学校
安全課

104 単
GIGAスクール
運営支援セン
ター整備事業

①　コロナ禍における非接触型の学校運営に向けて、学校のより安
定的なICT活用の支援基盤を構築するために、国のGIGAスクール運
営支援センター整備事業を活用し、道立学校におけるICT活用教育
を支援する
②　ヘルプデスク業務を事業者へ委託するために要する経費
③　ヘルプデスク業務（委託料）35,236千円
④　全道立学校259校

R4.4月 R5.3月 35,236 29,241 29,241

専門的な知識やトラ
ブル対応の経験を有
する業者から遠隔サ
ポートを受け、ICT活
用教育に関するトラ
ブル対応を実施

 トラブル対応結果は
事業者がＱ＆Ａ形式
にまとめ、各学校に
周知することで学校
職員等のＩＣＴ活用力
の向上に寄与した。

教育庁ICT
教育推進課

105 単

北海道教育情
報通信ネット
ワーク環境整備
事業

①　コロナ禍における非接触型の学校運営に向けて、道立学校に整
備している校内情報通信ネットワーク機器について、保守及び運用
業務を専門業者に委託し、児童生徒及び教職員がいつでもICT機器
を利活用できるよう安全な通信環境を提供する
②　情報通信ネットワークの保守運用業務を事業者へ委託するため
に要する経費
③　情報通信ネットワーク保守運用業務（委託料）50,363千円
④　全道立学校259校

R4.4月 R5.3月 50,363 49,355 49,355

道立学校に整備して
いる校内情報通信
ネットワーク機器に
ついて、保守及び運
用業務を専門業者
に委託し、児童生徒
及び教職員がいつで
もICT機器を利活用
できるよう安全な通
信環境を提供

児童生徒及び教職
員がいつでも安全な
通信環境でICT機器
を利活用することが
できた。

教育庁ICT
教育推進課

106 単
新型コロナウイ
ルス感染防止
対策費

①　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う治安体制の悪化と対一
般の方との接触の多い警察業務における道民への感染拡大を防止
するため
②　消耗品費
③　・警察庁舎感染防止対策分（消毒液1,716千円、マスク5,025千
円、手袋13,197千円）
・感染対策セット（刑事・生活安全部門職員分）11,929千円
・被留置者感染防止対策分（マスク414千円、うがい薬659千円、液体
石けん162千円）
④　道内各警察施設

R4.4月 R5.3月 33,102 33,102 33,102

警察業務における新
型コロナウイルス感
染症対策のために、
マスク等を購入し、
警察施設に配分。

衛生用品の購入に
より、警察職員及び
来庁者等の新型コロ
ナウイルス感染症拡
大防止の推進を図る
ことができた。

警察本部
会計課

107 単

議会運営効率
化推進事業（タ
ブレット議会シ
ステム）

①　タブレット端末を活用したICT環境の整備を目的とし、議会審議の
効率化、議会関係資料の経費削減、ペーパーレスによる接触機会の
低減によりコロナ禍における円滑な議会運営を図る
②　役務費、使用料及び賃借料、需用費、委託料、備品購入費
③　タブレット127台　（通信料：2,520千円、システム使用料：2,442千
円）、12委員会室整備（消耗品費：2,517千円、調整業務委託料：
2,126千円、ライセンス利用料：223千円、備品購入費：126,720円×5
台＝634千円））
④　北海道議会議員、北海道議会事務局

R4.4月 R5.3月 10,462 8,738 8,738

R3年度に導入したタ
ブレット端末及び
ペーパーレス会議シ
ステムを活用し、
ペーパーレスによる
議会運営を行った。

ペーパーレス化によ
る接触機会の低減
により、新型コロナウ
イルス感染症拡大防
止の推進を図ること
ができた。

議会事務局
総務課

110 単
交通事業者利
用促進支援事
業費

①　交通需要の回復及び交通事業者における新型コロナウイルスの
感染拡大防止策の徹底
②　交通事業者が実施する乗り放題乗車券等の販売支援及び広告
宣伝
③　1,400,000千円(R2)×0.8(5月→4月)≒1,100,000千円
　 1,400,000千円(R2)×0.4(5月→2月)≒560,000千円
　　1,100,000＋560,000＝1,660,000千円
④　交通事業者（鉄道、バス、タクシー、フェリー、航空機等）、北海道
鉄道活性化協議会

R4.9月 R5.3月 1,660,000 1,613,460 1,613,460

公共交通事業者が
販売する割引乗車
券等の割引額や販
売に要する経費を
1,613,460千円補助

新型コロナウイルス
感染症の感染拡大
により落ち込んだ交
通需要の回復に寄
与した

総合政策部
交通企画課

111 単
地域公共交通
事業者臨時支
援事業費

①　新型コロナウイルス感染症や燃料費高騰の影響で経営が悪化し
た交通事業者に対し、緊急的な支援を行うことで地域公共交通の事
業継続を図る
②　乗合バス事業者、貸切バス事業者、タクシー事業者及びフェリー
事業者が保有する車両の維持に係る経費見合及び燃料費高騰分相
当額
③　車両維持費
・乗合・貸切バス１台40千円
・タクシー１台25千円
・フェリー[大型・中型17,500千円][高速6,000千円]
　燃料費
・乗合１台113千円、貸切１台30千円
④　乗合バス事業者、貸切バス事業者、タクシー事業者及びフェリー
事業者

R4.8月 R5.3月 799,800 752,836 752,836

乗合バス事業者、貸
切バス事業者、タク
シー事業者及びフェ
リー事業者の車両維
持費等に係る経費を
752,836千円補助

道内の乗合バス事
業、貸切バス事業、
タクシー事業及び
フェリー事業の継続
に寄与することがで
きた

総合政策部
交通企画課

115 単
飲食店利用促
進支援事業

①　プレミアム付き食事券を販売し、需要を喚起することにより、新型
コロナウイルス感染症及びコロナ禍において物価高騰の大きな影響
を受ける、地域経済の活性化と生活者支援を目的としたプレミアム
食事券の発行
②　食事券のプレミアム分の経費及び委託事業事務費
③　委託料1,262,104千円
④　事業に参加した第三者認証店、生活者

R4.7月 R5.3月 1,262,104 1,066,345 1,066,345

９０万冊のプレミアム
付き食事券を販売、
参加登録店舗数
7,777

コロナ禍における外
食需要を喚起するこ
とができた。

経済部
経済企画課



116 単
観光需要確保
緊急支援事業

①　新型コロナウイルスの影響や原油価格・物価高騰等の影響を受
ける地域の観光協会等が繁忙期に向けて実施する情報発信等の取
組を支援し、観光需要の回復を図る
②　補助金：20,000千円　事務費（旅費）454千円
③　地域単独の取組支援12,000千円、広域的な取組支援8,000千
円、検査旅費等454千円
④　観光船事業者が所属する観光協会等

R4.7月 R4.9月 20,454 20,389 20,389
４件の地域事業に対
して支援を実施。

事業実施により、地
域の観光需要喚起
に寄与した。

経済部
観光振興課

117 単
観光事業環境
変動対策特別
事業費

①　原油価格・物価高騰による観光事業者の経営逼迫や新型コロナ
ウイルスにより落ち込んでいる観光需要の回復に向けて、繁忙期に
おける誘客プロモーションを実施することにより、観光需要の回復を
図る
②　負担金200,000千円
③　メディア・ｗｅｂ広告125,000千円、交通広告30,000千円、屋外ビ
ジョン広告30,000千円、企業タイアップ広告15,000千円
④　(公社)北海道観光振興機構

R4.7月 R4.9月 200,000 193,806 193,806

メディアやWeb等の
媒体を活用した広告
プロモーションを実
施。

事業実施により、本
道への誘客促進に
向けた機運醸成に
寄与した。

経済部
観光振興課

118 単
道産食品消費
喚起対策事業
費

①　道産食品を扱うアンテナショップ等で利用可能なプレミアム付商
品券の発行や地域フェアの開催、ネット通販、宅配サービスによる道
産品の販売により、コロナ禍における道産食品の消費喚起を図る
②　商品券の発行、フェア開催、割引販売、宅配サービス紙面掲載
等に要する経費
③　委託料796,991千円（人件費36,425千円、商品券・割引販売運営
48,603千円、広告経費66,250千円、割引原資531,000千円、宅配サー
ビス25,000千円、地域特化フェア44,000千円、諸経費・消費税45,713
千円）、職員旅費4,083千円
④　どさんこプラザ及び全国の百貨店、宅配サービス事業者

R4.7月 R5.3月 801,074 797,435 797,435

・北海道どさんこプラ
ザや北海道物産展
で利用できる商品券
発行（171,000冊）。
99.2%使用され、約11
億8,736万円分の売
上に繋がる。
・どさんこプラザや百
貨店の通販サイト等
で割引販売実施。売
上7億7,123万円。
・宅配サービス「ト
ドック」にて道産食品
特集を５回実施。売
上8,224万円。
・道外の百貨店等で
地域フェアを開催。

・商品券の発行や通
販割引販売等によ
り、コロナ禍で消費
（売上）が落ち込んだ
道産食品の消費を
喚起し、道内事業者
の売上確保に繋げる
ことができた。

経済部食関
連産業局食
産業振興課

119 単
プレミアム付商
品券発行支援
事業費

①　市町村が発行するプレミアム付商品券のプレミアム分の一部（上
限10％）を補助し、市町村と連携して、全道域での需要喚起に取り組
み、コロナ禍における地域経済の活性化を推進
②　プレミアム分の経費、事務費
③　販売総額250億円×10％（R４年度道補助金活用意向調査により
積算）、事務費1,000千円
④　市町村

R4.6月 R5.3月 2,501,000 1,443,005 1,443,005

・88市町村に対し、
市町村が発行するプ
レミアム付商品券の
プレミアム分の一部
とし1,443,005千円補
助。

・販売意欲が高ま
り、地域における消
費が喚起され、地域
経済の活性化に寄
与したほか、新北海
道スタイルを実践す
る商店等を利用対象
としたことで、安心し
て利用できるコロナ
対策を徹底した店舗
づくりが進んだ。

経済部
中小企業課

120 単
道外人材確保
緊急支援事業
費

①　道外在住者が、宿泊や飲食など、この夏場に人手不足が深刻な
業種の道内事業所において一定期間雇用された場合に、道外在住
者及び道内事業所に奨励金等を支給することにより、対象職種のコ
ロナ禍からの回復に向けた、人材確保を支援
②　奨励金（道外在住者向け）、支援金（道内事業所向け）、事業周
知、Webページの作成・管理、受付、審査等事務
③　奨励金60,000千円（200千円×300人）、支援金30,000千円（100
千円×300事業所）、事業周知費15,432千円、事務費4,030千円
④　対象職種に短期就労する道外在住者及び道外在住者を雇用し
た道内事業所

Ｒ４.７月 Ｒ４.１１月 109,462 21,893 21,893

道外からの就労者
31名が当事業を利
用し人手不足業種企
業へ就業すること
で、道内企業22社を
支援した。

夏の繁忙期に人手
不足が見込まれた
宿泊、飲食業者など
の人材確保に貢献
できた。

経済部
産業人材課

121 単

中小・小規模企
業新事業展開・
販売促進支援
事業（物価高騰
等影響枠）

①　道内中小企業者等の行う新分野展開や新商品開発、各種販売
促進などの新たな取組や、付加価値の高い商品への転換や原材料
等コスト抑制に繋がる取組に要した経費の一部を補助することによ
り、新型コロナウイルス感染症の影響及びそれに加えて原油価格・
物価高騰等により変化している消費行動や企業活動に対応するため
の変革へのチャレンジを促進
②　新分野展開、業種転換、新商品開発、高付加価値商品の開発、
原材料等コスト抑制に繋がる取組に係る費用
販路開拓等の取組、販促活動の取組
申請受付、審査、交付等事務費用
③　・補助金　960,000千円（経営改善枠（一般型）300者×1,000千円
＋経営改善枠（デジタル技術活用型）200者×3,000千円＋販売促進
枠200者×300千円）
・事務費　94,655千円
④　中小企業者・小規模企業

R4.7月 R5.3月 1,054,655 676,283 676,283

・新分野展開、業種
転換、原材料コスト
抑制及び販売促進
等の取組を事業者
に対し、当該取組に
要する経費を651件
補助。

・事業者が実施する
新分野展開等の取
組を支援すること
で、事業者の売上増
加などの成果が見ら
れ、事業の維持、継
続につながった。

経済部
中小企業課

123 単
自給飼料生産
利用推進緊急
対策事業

①　コロナ禍における価格高騰の影響を受けている、飼料の営農経
費に対する支援
②　飼料生産機械の導入（コンバイン、播種機、梱包機等）
③　協議会への補助金100,000千円
④　畜産クラスター協議会

R4.8月 R5.3月 100,000 68,657 68,657
９経営体に飼料生産
機械計13台の導入
支援。

飼料生産機械の導
入支援により、飼料
作物の生産拡大に
取り組むにあたり必
要な経費負担を軽減
することができた。

農政部
生産振興局
畜産振興課

124 単
化学肥料購入
支援金給付事
業

①　コロナ禍における価格高騰の影響を受けている、肥料の営農経
費に対する支援
②③　肥料１トンあたり3,125円を支給
④　北海道施肥コスト低減体系緊急転換事業推進協議会

R4.7月 R5.3月 2,099,310 2,085,381 2,085,381

道内農業者に対し、
化学肥料購入経費
の一部について、化
学肥料購入支援金
を支給（化学肥料１ト
ンあたり3,035円）

化学肥料購入支援
金を支給することに
より、コロナ禍におけ
る価格高騰による農
業経営への影響緩
和が図られた。

農政部食の
安全推進局
食品政策課



127 単

地域林業活性
化対策事業費
（道産木材供給
拡大緊急対策
事業費）

①　新型コロナウイルス感染症の影響等により、木材の輸入量の減
少や価格の高騰が続く中、道産建築材の安定供給を図るため、種苗
生産事業者のコンテナ苗生産・原木生産事業者の原木生産及び製
材事業者の建築材増産を支援
②　コンテナ苗生産(a)・原木生産(b)・建築材増産(c)を行う際の掛かり
増し経費に対する補助を委託
③　委託料：253,721千円
   (a)  カラマツ用コンテナ75円×24千枚、トドマツ用
　　　コンテナ65円×16千枚、培土75円×9千袋、
　　　プラントプラグ414円×450ケース、送料13円×
　　　49,450枚・袋・ケース
　 (b) 燃油75円×2,354千㎥
   (c) 防水シート等3,000円×20千㎥
 　(d)事務費12,827千円
④　種苗生産事業者・原木生産事業者・梱包材等を生産している製
材事業者

R4.7月 R5.3月 253,721 154,991 154,991

・23のコンテナ苗生
産者を対象に、コン
テナ苗生産によって
掛かり増しになる経
費に対して支援を実
施した。
・123の事業体を対
象に、原木生産に要
する燃油高騰分の
掛かり増しになる経
費に対して支援を実
施した。
・47の製材工場を対
象に、建築材の生産
によって掛かり増し
になる経費に対して
支援を実施した。

・本事業の実施によ
り、コンテナ苗の安
定的な生産が促進さ
れ、伐採後の着実な
植林に寄与した。
・本事業の実施によ
り、原木生産の継続
が図られるとともに、
47の製材工場がプレ
カット工場、工務店
又は住宅メーカー等
と新たに建築材の安
定取引に関する協定
を計87件締結し、当
該協定に基づき
20,000㎥の建築材を
生産することで、道
産木材を活用した建
築材の安定供給に
寄与した。

水産林務部
森林整備課
水産林務部
林業木材課

R4.4月 R5.3月 699,818 699,818

支給要件を満たす職
員に対して、時間外
勤務手当等を適正
に支給した。

必要な人員体制を確
保することが可能と
なり、新型コロナウイ
ルス感染症の発生
やまん延の防止に向
けた取組を円滑に実
施することができた。

総務部人事
課

R4.4月 R5.3月 720,467 715,393

支給要件を満たす職
員に対して、時間外
勤務手当等を適正
に支給した。

必要な人員体制を確
保することが可能と
なり、新型コロナウイ
ルス感染症の発生
やまん延の防止に向
けた取組を円滑に実
施することができた。

教育庁総務
課

R4.4月 R5.3月 41,595 41,595

支給要件を満たす職
員に対して、時間外
勤務手当等を適正
に支給した。

必要な人員体制を確
保することが可能と
なり、新型コロナウイ
ルス感染症の発生
やまん延の防止に向
けた取り組みを円滑
にすることができた。

道立病院局
病院経営課

129 単
デジタル人材育
成事業

①　コロナ禍により行政のデジタル化の遅れが顕在化しており、道や
市町村のデジタル化を推進するため、デジタル人材の育成に取り組
むことで地域のデジタル化の推進を図る
②　委託費、旅費
③　委託費一式 8,000千円
　 　委託費一式 3,268千円、旅費129千円
④　北海道

R4.12月 R5.3月 11,397 11,225 11,225

・デジタル推進リー
ダーなどレベル１人
材向けの動画研修
素材を作成し、職員
に公開。
・市町村職員向けに
道内2カ所及びオン
ラインで、DX研修を
実施。

・全庁各所属に設置
しているデジタル推
進リーダーを中心と
した職員が動画研修
を受講することで、
全庁のデジタル力の
底上げが図られた。
・市町村職員向けDX
研修には、道内各地
の市町村から計６１
名が参加し、地域の
DX推進に寄与でき
た。

総合政策部
次世代社会
戦略局
デジタルト
ランス
フォーメー
ション推進
課

130 単
運送事業者臨
時支援事業

①　安定的な物流の維持・確保に向けて、コロナ禍における燃料価
格高騰などの影響により、厳しい経営状況に置かれているトラック運
送事業者に対し、事業継続に向けた臨時的な支援を行う
②　一般貨物自動車運送事業者が保有する車両の維持に係る経費
見合分相当額
③　事業用自動車（被けん引車除く）１台27千円
　　被けん引車１台11千円
④　一般貨物自動車運送事業者

R4.11月 R5.3月 1,602,500 1,418,522 1,418,522

一般貨物自動車運
送事業者が保有す
る車両維持に係る経
費を1,418,522千円補
助

道内の一般貨物自
動車運送事業の継
続に寄与することが
できた

総合政策部
交通企画課

131 単

秋サケ増殖用
配合飼料価格
高騰緊急対策
事業費

①　コロナ禍における価格高騰の影響を受けている配合飼料の購入
経費に対し支援を行い、秋さけの安定生産を図る
②　飼料価格のR3年度からの上昇分に対する補助金
③　補助金22,685千円（38,910袋×1,166円/袋×1/2（補助率）)
④　道内（各地区）さけ・ます増殖事業協会

R4.9月 R5.2月 22,685 12,664 12,664

団体9件に対して、秋
サケ増殖事業実施
のための配合飼料
購入費に係る補助を
実施。

コロナ禍における価
格高騰の影響を受
けている増殖事業団
体に対して補助を実
施したことで、安定
的な事業継続が図ら
れた。

水産林務部
漁業管理課

132 単
節電プログラ
ム参加促進事
業費

①　道民の節電促進とコロナ禍における電気料金高騰による道民
生活への影響を緩和するため、国の取組と連動し、小売電気事業
者等が行う節電プログラムの取組に参加した一般家庭等に付与
される特典に対して2000円相当の上乗せ支援を行う。
②　参加特典上乗せポイント、広告費用等
③　参加特典上乗せポイント分3,600,000千円、広告費用等分
22,395千円
④　一般家庭等（国の令和４年度電気利用効率化促進対策事業
費補助金の対象事業者である電気事業法に基づく小売電気事業
者の登録を受けた者、小売供給契約の締結の媒介、取次ぎ又は
代理を行う者及び高圧一括受電事業者を通じて特典付与）

R4.10月 R5.3月 3,622,395 440,512 440,512

国の節電プログラ
ムに参加した一般
家庭等へ道独自の
参加特典を上乗せ
（2,000円相当）。
実績約２２万件。

特典のポイント付与
により、道民の皆様
の節電の促進に加
え、電気料金高騰
の影響緩和を図る
ことができた。また、
付与されたポイント
の利用にあたって
は、道産品等に利
用するよう呼びかけ
などを行い、道内に
おける消費喚起に
つなげることができ
た。

経済部資
源エネル
ギー課

1,434,577128 単

新型コロナウイ
ルス感染症対
応のための体
制拡充等に伴う
手当

①　新型コロナウイルス感染症対応のための体制拡充等のため
②　時間外手当、休日勤務手当、特殊勤務手当
③　時間外手当1,247,764千円、休日勤務手当50,240千円、特殊勤務
手当136,573千円
④　北海道



133 単

製造業省エネ
ルギー環境整
備緊急対策事
業

①　新型コロナウイルスの影響に加え、エネルギー価格高騰の影
響を受ける製造業において、省エネルギー設備の導入を支援し、
影響を緩和を図る
②　補助金、委託料、事務費
③　補助限度額 5,000千円、補助率3/4、対象300者
④　道内で製造業を営む中小企業等

R4.10月 R5.3月 1,518,500 1,044,391 1,044,391

・新型コロナウイル
スの影響に加え、エ
ネルギー価格高騰
の影響を受ける製
造業に対し、省エネ
ルギー設備の導入
を支援。
・食料品製造業180
件、印刷・印刷関連
業44件、金属製品
製造業36件をはじ
め、全道349件の事
業者が活用し省エ
ネルギー設備を導
入。

事業者へのアン
ケートでは、導入事
業者の約８割が電
気料金の低減など
省エネ効果があっ
たと回答。職場環境
の改善や作業効率
の向上などの回答
も多く寄せられた。

経済部産
業振興課

134 単
道産食品消費
喚起対策事業
費

①　道産食品を扱うアンテナショップ等で利用可能なプレミアム付
商品券の追加発行や地域フェアの開催により、コロナ禍における
道産食品の消費喚起を図る
②　商品券の発行、フェア開催に要する経費
③　委託料108,736千円（人件費2,657千円、商品券・割引販売運
営28,496千円、割引原資42,000千円、地域特化フェア24,000千
円、諸経費・消費税11,583千円）、職員旅費5,691千円
④　直接的な支援対象：商品券購入者（間接的な支援対象：道内
食品製造事業者）

R4.7月 R5.3月 114,427 113,897 113,897

・北海道どさんこプ
ラザや北海道物産
展で利用できる商
品券発行（171,000
冊）。99.2%使用さ
れ、約11億8,736万
円分の売上に繋が
る。
・どさんこプラザや
百貨店の通販サイ
ト等で割引販売実
施。売上7億7,123万
円。
・宅配サービス「ト
ドック」にて道産食
品特集を５回実施。
売上8,224万円。
・道外の百貨店等
で地域フェアを開
催。

・商品券の発行や
通販割引販売等に
より、コロナ禍で消
費（売上）が落ち込
んだ道産食品の消
費を喚起し、道内事
業者の売上確保に
繋げることができ
た。

経済部食
関連産業
局食産業
振興課

135 単
飲食店利用促
進支援事業

①　プレミアム付き食事券を販売し、需要を喚起することにより、
新型コロナウイルス感染症及びコロナ禍において物価高騰の大き
な影響を受ける、地域経済の活性化と生活者支援を目的としたプ
レミアム食事券の追加発行
②　食事券のプレミアム分の経費及び委託事業事務費
③　委託料280,436千円
④　食事券を利用する生活者

R4.7月 R5.3月 280,436 222,678 222,678

９０万冊のプレミアム
付き食事券を販売、
参加登録店舗数
7,777

コロナ禍における外
食需要を喚起する
ことができた。

経済部
経済企画課

R4.11月 R5.3月 1,533,121 1,533,121

医療機関に対し、電
気料金の高騰に係
る支援として
1,516,728千円を給
付

公定価格に基づき
運営されることによ
り、物価高騰の影
響を価格に転嫁す
ることが困難な医療
機関に対し、安定的
な事業継続に対し
て一定の成果が得
られた。

保健福祉部
医務薬務課

R4.4月 R5.3月 217,545 217,545
物価高騰分の経費
について、612施設
に支援した。

物価高騰下におい
ても事業所が安定
して事業の実施が
できた。

保健福祉
部・
子ども子育
て支援課

R4.12月 R5.3月 8,700 8,700
申請のあった174施
設に給付を行った。

給付金を支給する
ことで、道内の公衆
衛生の確保に寄与
した。

保健福祉
部・
食品衛生課

R4.4月 R5.3月 275,079 275,079

コロナ禍で物価高
騰が進んでいる状
況においても、これ
までどおりの事業継
続ができるよう、
2,684件に給付金を
支給した。

給付金により、コロ
ナ禍で物価高騰の
影響を受けた歯科
医療機関の負担軽
減に寄与できた。

保健福祉
部・
地域保健課

R4.12月 R5.3月 1,328,455 1,328,455

道内7,955カ所の介
護サービス事業所
等に対し、支援金を
支給した。

必要な経費を支援
金により賄うこと
で、事業者の経済
的負担を図ることが
できた。

保健福祉
部・
高齢者保健
福祉課

R4.12月 R5.3月 585,358 585,358
道内4,616カ所の障
害福祉施設に対し、
支援金を支給した。

必要な経費を支援
金により賄うこと
で、事業者の経済
的負担を図ることが
できた。

保健福祉
部・
障がい者保
健福祉課

136 単

医療・社会福
祉施設等物価
高騰対策支援
事業費

①　コロナ禍における物価高騰に直面する医療機関や介護・障害
福祉施設等に対し、道独自の給付金を支給することにより、その
負担感を和らげる（給付金の支給事務を一部委託）
②　委託料、補助金
③　委託料：3,929,360千円（給付金：3,816,989千円、事務費：
112,371千円）、補助金：502,342千円
④　医療機関、公衆浴場、介護・障害福祉施設、保護施設、保育
所等（公立を除く）

4,230,759



R4.12月 R5.3月 2,050 2,050

道内３カ所の保護
施設（授産施設1カ
所、救護施設２カ
所）に対し、支援金
を支給した。

必要な経費を支援
金により賄うこと
で、事業者の経済
的負担を図ることが
できた。

保健福祉
部・
地域福祉課

138 単
酪農畜産経営
安定化支援緊
急対策事業

①　コロナ禍における配合飼料価格等高騰の影響を受けている酪
農畜産経営に対する支援
②、③　配合飼料の年間契約数量１トンあたり600円を支給
④　価格安定制度における補塡金給付団体（ホクレン等）

R4.11月 R4.12月 2,400,050 2,359,398 2,359,398

国の「配合飼料価
格安定制度」に加
入している道内畜
産農家等に対して、
令和４年度の年間
契約数量１トンあた
り600円を支援し
た。（9,135件）

生産者積立金相当
額の支援により、配
合飼料価格等高騰
の影響を受けた道
内畜産農家等の、
経営の負担軽減を
図ることができた。

農政部
生産振興局
畜産振興課

139 単

農業水利施設
電気料金高騰
対策緊急支援
事業

①　コロナ禍における電気料金高騰の影響を受けている土地改良
区における農業水利施設の維持管理費に対する支援
②　農業水利施設における電気料金（高騰分）
③　R4.5～8月分（農業用水使用期間）
④　土地改良区、土地改良区連合

R4.11月 R5.1月 223,600 197,142 197,142
・申請のあった
土地改良区等の
100％に対し補助

・適切な維持管理に
向けた施設の保守
点検や補修が計画
どおり実施され、土
地改良区等の安定
的な運営が図られ
た。

農政部
農業施設
管理課

140 単
道産食品消費
喚起対策事業
費

①　円安進行を好機と捉え、海外バイヤーを対象とした国内外で
の商談会や、海外百貨店でのフェアの開催により、コロナ禍にお
ける道産食品の消費喚起と輸出拡大を図る
②　海外でのフェア開催、国内外での商談会に要する経費
③　支援事業費98,308千円（人件費5,530千円、海外商談会64,381
千円、国内商談会10,611千円、海外フェア7,487千円、諸経費・消
費税10,299千円）、職員旅費14,265千円
④　道内食品製造事業者

R4.7月 R5.3月 112,573 104,261 104,261

・シンガポール及び
タイバンコクで３年
ぶりに対面で商談
会とフェアを開催。
バイヤー等がシン
ガポールで計160
名、タイバンコクで
は235名来場。

・海外の小売店や
飲食店等との新た
な取引成約に繋が
り、輸出拡大に寄
与。

経済部食
関連産業
局食産業
振興課

141 単
給食原材料費
等支援事業費

①　コロナ禍における物価高騰下においても保護者負担を増やす
ことなく、これまで通りの栄養バランスや量を保った給食の実施が
できるよう、物価高騰分の経費を支援
②　原材料費の物価高騰を要因とした給食費の増額分経費（教職
員は除く）
③　道立定時制高等学校　32校　 3,925千円
　　道立中等教育学校　　　 １校　　　701千円
　　道立特別支援学校　　　67校　27,425千円
　　上記のうち23,368千円分
④　道立学校、保護者

R4.4月 R5.3月 23,368 7,699 7,699

給食の原材料費の
うち、物価高騰分と
して7,698,346円を
補助

栄養バランスや量
を保った給食の実
施が継続することが
可能となり、給食費
を負担している保護
者の負担軽減を図
ることが出来た。

教育庁健
康・体育課

143 単

私立学校等管
理運営対策費
補助金（修学
旅行の取消料
等支援事業費
補助金）

①　新型コロナウイルス感染症の影響により旅行日程や行先を変
更した修学旅行等に係るキャンセル料について、保護者等の負担
軽減に要する経費
②　延期、行き先又は中止の変更により生じる取消料及び違約料
③　【取消料等発生確定済】１校：833千円
　【取消料等発生未確定（取消料未定）】13校：595千円
④　私立学校

R4.4月 R5.3月 1,428 833 833

新型コロナウイルス
感染症により旅行
日程や行き先を変
更した修学旅行（修
学旅行・宿泊研修）
に係るキャンセル料
について、その経費
の一部 833千円を
補助

事業の実施により、
修学旅行のキャン
セル料の保護者負
担を軽減できた。

総務部学
事課

145 単
札幌医科大学
物価高騰対策
支援事業

①　コロナ禍の影響に加え、電気・ガス料金の高騰の影響を受け
ている札幌医科大学に対する支援
②　電気料金・ガス料金
③　R4執行額から国等からの支援・道運営費交付金算定上の所
要額を除いた額
④　札幌医科大学

R4.4月 R5.3月 598,707 1,275,586 269,183
・高騰する電気代等
に要する経費

・物価高騰による負
担が軽減され、法
人の経営の安定が
図られた。

総務部・法
人団体課

146 単
総合研究機構
運営支援費

①　コロナ禍の影響に加え、電気料金・光熱費等高騰の影響を受
けている地方独立行政法人北海道立総合研究機構に対する支援
②　電気料金・光熱費等高騰に係る原油価格高騰等による影響
額
③　交付金　168,524千円
④　地方独立行政法人北海道立総合研究機構

R4.4月 R5.3月 168,524 726,162 70,241
・高騰する電気代等
に要する経費

・物価高騰による負
担が軽減され、法
人の経営の安定が
図られた。

総合政策
部科学技
術振興課

148 単

広域生活バス
路線運行維持
対策事業費補
助金

①②　新型コロナの影響が大きい生活バス路線の安定運行を図
るため、現行補助制度の補助額が減少する生活バス路線に対
し、運行経費の一部を支援
③　補助金46,916千円
④　乗合バス事業者、市町村

R5.2月 R5.3月 46,916 49,813 49,813

生活交通路線として
必要なバス路線等
の確保・維持のため
に必要な経費を
49,813千円補助

コロナ禍の影響によ
り厳しい経営環境に
ある乗合バス事業者
の安定的な運行の
継続につながった

総合政策部
交通企画課

149 単
地域間幹線系
統確保維持事
業費補助金

①②　新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けた既存
国庫対象路線の維持のために、追加支援を実施
③　補助金384,367千円
④　乗合バス事業者

R5.3月 R5.3月 384,367 190,766 190,766

地域間幹線系統とし
て必要なバス路線等
の確保・維持のため
に必要な経費を
190,766千円補助

コロナ禍の影響によ
り厳しい経営環境に
ある乗合バス事業者
の安定的な運行の
継続につながった

総合政策部
交通企画課

150 単
ゼロカーボン北
海道普及促進
事業

①　令和5年4月の「G7気候・エネルギー・環境大臣会合」の開催を
契機とし、ポストコロナを見据え、経済回復後においても温室効果
ガスの排出量を低減できるよう「ゼロカーボン北海道」の趣旨や取
組内容について普及啓発を実施
②　「ゼロカーボン北海道」のPR動画作成・配信、イベントの実
施、マスメディアを活用した情報発信の費用
③委託料（動画作成・配信等）29,991千円、会場使用料（イベント
会場）880千円、役務費（情報発信）6,856千円、需用費2,273千円
④　北海道

R5.1月 R5.3月 40,000 38,879 38,879

地元で活躍するタレ
ントやアナウンサー
を活用したPR動画
やテレビCMの作成
や、全道各地での
イベント出展などを
行った。

令和5年4月の「G7
気候・エネルギー・
環境大臣会合」の
開催に合わせて
様々なPR活動を行
い、ポストコロナの
経済回復後の温室
効果ガス排出量低
減に向けて道民に
意識向上に寄与で
きた。

経済部地球
温暖化対策
課

151 単
高齢者施設等
集中検査事業

①　高齢者施設等従事者へ集中検査を実施し、新型コロナウイル
ス感染症のクラスター発生を防止する
②　高齢者施設等への検査キット配送経費
③　570円×13,697施設
④　高齢者施設、障害者施設、医療機関、保育所等

R4.4月 R5.3月 7,808 4,320,612 4,105
延べ2,883施設に、
検査キット1,024,208
個を配布

高齢者施設等の新
型コロナウイルス感
染症の拡大防止を
図ることができた。

保健福祉
部
感染症対
策課

136 単

医療・社会福
祉施設等物価
高騰対策支援
事業費

①　コロナ禍における物価高騰に直面する医療機関や介護・障害
福祉施設等に対し、道独自の給付金を支給することにより、その
負担感を和らげる（給付金の支給事務を一部委託）
②　委託料、補助金
③　委託料：3,929,360千円（給付金：3,816,989千円、事務費：
112,371千円）、補助金：502,342千円
④　医療機関、公衆浴場、介護・障害福祉施設、保護施設、保育
所等（公立を除く）

4,230,759



152 単

新型コロナウイ
ルス感染症流
行下における
介護サービス
事業所等の
サービス提供
体制確保事業

①　新型コロナウイルス感染症の感染者・濃厚接触者の発生した
介護福祉施設への補助
②　新型コロナウイルス感染症の感染者・濃厚接触者の発生によ
り生じた衛星用品の購入、施設への職員応援派遣などのかかり
まし経費
③　令和４年度実績及びクラスター発生件数をもとに一施設当た
り平均881千円×2,185施設＋札幌市、旭川市、函館市の所要額
を合算して算出
④　介護福祉施設

R4.4月 R5.3月 3,968,025 3,563,321 3,072,415

・新型コロナウイル
ス感染症の感染
者、濃厚接触者発
生時の介護サービ
ス事業所等がサー
ビス継続に要した額
として3,563,321千円
を補助。

・新型コロナウイル
スの感染者や濃厚
接触者等が発生し
た施設・事業所にお
いて、建物の消毒
に要する費用や職
員の感染等に伴う
人員確保等サービ
スの継続に必要な
経費を支援すること
ができた。

保健福祉
部・
地域福祉
課

159 単
酪農生産基盤
確保対策事業

①　コロナ禍における酪農経営への影響を緩和するため、優良な
乳用牛群を確保する生産者に対する支援
②　26ヶ月以上の経産牛の繁殖経費等
③　26ヶ月以上経産牛（46.6万頭）、6,800円/頭
④　農業者団体、農業者、法人

R4.12月 R5.3月 3,174,360 2,842,767 2,819,245

優良な乳用牛群の
確保に必要な経費
を補助（6,800円/
頭）。

・酪農家の方々や
農業団体などから
は、経営の安定や
継続に大きく役立っ
たなどという評価を
いただいた。

農政部
生産振興局
畜産振興課

161 単
てん菜糖消費
拡大推進事業

①　コロナ禍により需要減の影響を受けたてん菜糖の消費拡大
②　首都圏でのプロモーションやPR資材作成に係る委託料
③　プロモーション等9,768千円、諸経費等212千円
④　てん菜生産農家

R4.12月 R5.3月 9,980 9,880 9,880

てん菜糖の消費拡
大のため、PR動画
及びパンフレットを
作成し、羽田空港で
「北海道の砂糖フェ
ア」を実施

消費者のてん菜糖
への理解が深まり、
消費拡大を図ること
ができた。

農政部
生産振興
局
農産振興
課

162 単

漁業用燃油価
格高騰緊急対
策事業費（うち
重点交付金
分）

①　コロナ禍における原油価格等の高騰に伴い、漁業用燃油購
入経費に対し支援し、漁業経営の維持安定を図る。
②　漁業経営セーフティネット構築事業（国）への参画に要する自
己積立金相当額
③　補助金651,538千円（漁業経営セーフティネット構築事業参画
漁業者7,762件の積立金相当額）
　事務費7,829千円（手数料1千円×振込回数7,829回）
のうち491,709千円
④　沿岸漁業者

R5.2月 R5.3月 491,709 648,471 648,471

道内漁業者等に対
し、国の令和４年度
漁業経営セーフ
ティーネット構築事
業における漁業者
積立金相当額を予
算の範囲内で補助
した。

漁業用燃油価格等
高騰 の影響を受け
ている漁業者の負
担を軽減することに
寄与できた。

水産林務部
水産経営課

164 単
投資単独事業
による建設業
経済対策事業

①　新型コロナウイルスの影響等により、工事の受注が減少して
いることから、投資単独事業の前倒しなどを実施
②　道路等の維持補修など、前倒しで実施した投資単独事業
③　道内中小業者の受注機会の確保等を図るために必要な経費
1,700,000千円
④　道内の建設業者

R4.4月 R5.3月 1,700,000 1,700,000 1,700,000

公共事業の早期執
行を目的として各振
興局等へコロナ交
付金による補助を
実施。

当該事業により、コ
ロナ禍の影響によ
る公共事業の遅延
等を防ぐことがで
き、円滑な事業執
行に寄与した。

建設部維
持管理防
災課

R4.8月 R5.3月 49,630 49,630
情報教育機器を購
入し、オンライン教
育環境を整備した。

機器の購入により、
オンライン教育環境
の高度化を図ること
ができ、学びの保障
に繋がった。

教育庁学
校教育局
高校教育
課

R4.8月 R5.3月 28,428 28,428
情報教育機器を購
入し、オンライン教
育環境を整備した。

機器の購入により、
オンライン教育環境
の高度化を図ること
ができ、学びの保障
に繋がった。

教育庁特
別支援教
育課

166 単
道立図書館パ
ワーアップ事業

①　新型コロナ対策として、道立図書館において接触の機会を避
けつつ在宅時間の読書環境を充実させるための電子書籍購入及
び郵送による図書・資料貸出しに要する物品整備に係る経費
②　電子書籍の購入経費及び郵送用バッグ購入経費
③　電子書籍購入経費（使用料）：10千円×2,900点=29,000千円、
メールバッグ購入経費（需用費）：5,100円×100個=510千円
④　道立図書館

R5.3月 R5.3月 29,510 28,998 28,998

感染症対策として
接触の機会を避け
つつ在宅時間の読
書環境を充実させ
るため電子書籍を
購入。

電子書籍の購入に
より、感染症拡大防
止の推進を図りな
がら、安定した図書
館運営を行うことが
できた。

教育庁社
会教育課

167 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

（学校等における感染症対策等支援事業費）
①　道立学校において、新型コロナ感染症対策と学習の保障等に
要する経費
②　感染症対策と学習の保障に向け、各学校の実情に応じて必
要となる物品購入等に係る経費
③④
道立高等学校（中等教育学校）192校　46,856千円
道立特別支援学校　　　　　　　　 67校　23,484千円

R4.4月 R5.3月 70,340 69,508 34,754

道立学校における
感染症対策と学習
の保障のために必
要な物品購入等
を、各学校の実情
に応じて実施。

学校の保健衛生用
品やICT機器等の
整備により、感染症
対策と学習の保障
に係る取組を進め、
安全・安心な教育
環境を提供すること
ができた。

教育庁健
康・体育課

168 単
道警ＷＥＢ会
議システム整
備事業費

①　各種会議のオンライン開催により、新型コロナウイルス感染リ
スクの低減と迅速な情報共有を図る
②　使用料及び賃借料、備品購入費
③　ライセンス（92ライセンス）15,015千円、周辺機器等（ＰＣ等）
157,315千円
④　道内各警察施設

R5.1月 R5.3月 172,330 114,173 114,173

新型コロナウイルス
感染症対策のため、
WEB会議システムに
必要な機材を整備。

WEB会議システムの
導入により、人と人と
の接触機会を軽減
し、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止の
推進を図ることができ
た。

警察本部
情報管理課

169 単
北海道病院事
業会計繰出金

①　コロナ禍において物価高騰の影響を受けている医薬材料費、
電気、ガス、燃料費の確保し、診療体制を維持する
②　医薬材料費の物価高騰影響分、電気、ガス、燃料費の物価
高騰影響分
③　医薬材料費：R3購入実績を基にR4の値上幅を算出し積算
光熱費等：R4.4～R4.11実績、R4.12～R5.4まで見込値で算出
④　道立病院等

R4.4月 R5.3月 174,339 146,298 146,298

物価高騰の影響を
受けている道立病
院等に対し、物価高
騰影響額（診療材
料費23,790千円、光
熱費122,508千円）
を補助した。

物価高騰の影響を
受けている診療材
料費、光熱費を確
保することにより、
診療体制の維持・
強化を図った。

道立病院局
病院経営課

R4.4月 R5.3月 11,486 11,486

【総合博物館、オ
ホーツク流氷科学
センター】
光熱費の高騰によ
り業務経費が増加
したため、事業を継

光熱費高騰に対応
し、事業を継続する
ことができた

環境生活部
文化振興課

247,091

170 単

道立施設指定
管理負担金
（光熱費等支
援）

①　コロナ禍における光熱費高騰の影響を受けている施設の指定
管理者に対する事業継続のための支援
②　電気、重油、灯油、軽油、ガソリン、ガス及び熱料金に係る経
費
③　電気95,476千円、重油8,870千円、灯油3,498千円、軽油49千
円、ガソリン99千円、ガス1,531千円、熱6,569の合計116,092千円
（「年間光熱費等使用料×年間単価の前年比上昇率(区分毎)」に
より価格高騰影響分を算定）
④　指定管理者

116,092

165 単
情報教育設備
整備費

①　コロナ禍において道立学校のオンライン教育環境の高度化を
図ることで、平時及び緊急時にける学びを保障する
②　在宅勤務用PC
③備品購入費：在宅勤務用PC149,821千円、大型提示装置91,770
千円、通信環境整備5,500千円
④道立高等学校45校、特別支援学校12校



R4.4月 R5.3月 540 540

【消費生活センター】
光熱費の高騰により
業務経費が増加した
ため、事業を継続す
るための経費を支援

光熱費高騰に対応
し、事業を継続する
ことができた

環境生活
部消費者
安全課

R4.4月 R5.3月 22,457 22,457

【総合体育セン
ター、北見体育セン
ター】
光熱費の高騰によ
り業務経費が増加
したため、事業を継
続するための経費
を支援

光熱費高騰に対応
し、事業を継続する
ことができた

環境生活部
スポーツ振
興課

R4.4月 R5.3月 19,804 19,804

光熱費高騰の影響
を受けた道民活動
センターに対し、支
援を実施した。

光熱費高騰の影響
を受ける中、事業を
継続することができ
た。

総務部財
産課

R4.4月 R5.3月 9,577 9,577

物価高騰により生じ
た出費相当額に対
する直接的な支援
を実施。

大幅に光熱費が高
騰する中、適正に
施設を管理すること
ができた。

教育庁社会
教育課

R4.4月 R5.3月 14,872 14,872

コロナ禍の影響に
よる燃料代高騰に
係る経費相当額を
支援した。

燃料代が高騰する
中、適正に施設を
維持管理することが
できた。

文化財・博
物館課

170 単

道立施設指定
管理負担金
（光熱費等支
援）

①　コロナ禍における光熱費高騰の影響を受けている施設の指定
管理者に対する事業継続のための支援
②　電気、重油、灯油、軽油、ガソリン、ガス及び熱料金に係る経
費
③　電気95,476千円、重油8,870千円、灯油3,498千円、軽油49千
円、ガソリン99千円、ガス1,531千円、熱6,569の合計116,092千円
（「年間光熱費等使用料×年間単価の前年比上昇率(区分毎)」に
より価格高騰影響分を算定）
④　指定管理者

116,092


